


序     文 

 

独立行政法人国際協力機構（以下、「JICA」）の前身にあたる海外技術協力事業団が、それまで

単独で行われていた農業分野の専門家派遣をより効率的・効果的に実施するため、最初のプロジ

ェクト型技術協力を実施したのは、1960 年のことでした。世界に先駆け実施された最初の事業は、

カンボジア王国（以下、「カンボジア国」）バッタンバン州の「日本カンボジア友好農業技術セン

ター」を拠点にしたものです。同事業では、カンボジア国で内戦が勃発する 1970 年 5 月までの約

10 年にわたり、31 名の専門家が派遣され、カンボジア国の稲作振興と技術者の育成に貢献しまし

た。 

 カンボジア国に再び平和が訪れ、バッタンバン州へのアクセスも改善された 2003 年、バッタン

バン農業生産性向上プロジェクトが開始、復興支援開始から 10 年後に始めて実施された地方拠点

の技術協力プロジェクト事業でした。 

2003 年当時に比べても、バッタンバンの町は、めまぐるしい変化を遂げています。首都プノン

ペンからはわずか 4 時間で行き来ができ、町の交通量も店舗の数も年々増加しています。 

 それでも、カンボジア国の農村の風景は、2003 年と比べても、おそらく 1960 年と比べても、さ

ほどの変化はありません。延々と続く稲田に、所々見られる椰子。カンボジア国の農村は、国際

競争力をつけた農業の発展を目指し、これから変化の時を迎えます。 

 JICA の農業開発にとってバッタンバン州は重要な意味を持つ土地であることは言うまでもあり

ません。この地でカンボジア農村の変化がより良い方向に発展する様に、協力できることを心か

ら望んで止みません。 

 この度、カンボジア国政府からの技術協力の要請に基づき、JICA は、平成 18 年 11 月からカン

ボジア国バッタンバン農村地域振興開発計画を開始しました。 

 本報告書は、同計画の事前評価結果ならびに実施協議にあたり確認した事項を取りまとめたも

のです。 

 この報告書が今後の協力の指針となるとともに、本計画の実施にあたりカンボジア国における

農村開発の一層の発展に寄与することを期待します。 

 最後に、計画の策定にあたり、ご協力とご支援を賜りました両国の関係者の皆様に心から感謝

の意を表すとともに、今後の更なるご支援をお願い申し上げます。 

 
平成 18 年 12 月   
 

独立行政法人国際協力機構 
カンボジア事務所 
所 長  米  田  一  弘 
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事前評価結果要約表 

１．案件名 

 バッタンバン農村地域振興開発計画 

２．協力概要 

(1) 協力内容 

稲作を営農体系の基幹とするバッタンバン州の 4 郡にて、農家の営農体系が改善される様

な農業普及サービスが充実することを目的とする。具体的には、農業普及計画の策定、農業

技術・手法の開発、農家に対する農業普及活動、農業生産・流通・政策に関係している組織

間の連携強化を行う。  

(2) 協力期間 

     2006 年 10 月～2010 年 3 月（3.5 年間）  

(3) 協力総額（日本国側） 

   約 300,000 千円  

(4) 協力相手先機関 

農林水産省農業農地改良局、同農業普及局、バッタンバン州農業局 

(5) 国内協力機関 

無し 

(6) 裨益対象者及び規模 

   バッタンバン州バッタンバン郡、サンカエ郡、エクプノム郡、トモコール郡のプロジェク

ト対象 4 コミューンの農民 約 36,000 人 

３．協力の必要性・位置付け 

(1) 現状及び問題点 

カンボジア王国（以下、「カンボジア国」）においてコメは最重要農産物であり、農産物の

付加価値の 43％を占めている。1995 年よりコメの自給を達成したものの、全国平均の単収

は 2t 前後となっており、生産性は低く、またその品質は一部を除いて低位で、国際競争力は

低く、国内経済への貢献度は低い。このため、カンボジア国政府は高品質米の生産量増加を

目指して、優良水稲種子の利用拡大を意図した種子の標準化、検定制度化、流通使用規制等

を含む｢種子法｣の草案を策定した。更に、農林水産省はドナーの支援を得て、優良水稲種子

を増産し、コメの生産技術向上を図ろうとしているが、優良水稲種子の利用は未だ広くは普

及していない。また、干ばつ被害を軽減するために、栽培期間の短い品種への切り替えが検

討されている。  
他方、農家の生計を向上するには、農業生産の多様化を図り、農家が安定した収入を確保

できる様にすることが求められている。このため、農林水産省はドナーの支援を得て、一部

の地域で、農業ポテンシャルを分析し、地域に適した農業技術を普及する取り組みを進めて

いる。しかしながら、全国で農業普及サービスを受けている農家の数は、全体の 1％に過ぎ

ない。農家に対する普及を担うべき州農業局では、1) 農家のニーズ・ポテンシャルを十分把

握できていない、2) ニーズ・ポテンシャルを反映した試験・技術開発が進んでいない、3) 普
及員の育成が遅れている、4) 試験部門、普及部門、郡事務所の役割分担が不明確であり、指

揮命令系統が混乱している、5) 車両燃料費以外の事業予算がほとんど無い等の理由により、

農家に十分な農業普及サービスを提供することができていないという問題を抱えている。  
こうした中、2003 年から 2006 年まで、「バッタンバン農業生産性強化計画（BAPEP）」が

実施され、優良種子生産を核とした稲作営農体系の確立、農民組織強化等カウンターパート

（以下、「C/P」）として育成した州農業局の職員とともに、主に技術面からプロジェクト活
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動を進め、プロジェクト対象であるバッタンバン州コンピンプイ地区における農業生産性向

上に大きく貢献した。本案件は、BAPEP の成果を踏まえ、バッタンバン州全域 13 郡の内、

特に稲作を核とした営農体系が中心である 8 郡への更なる普及・拡大を目指し、同州の 4 郡

（1 コミューンずつ）を対象に、バッタンバン州農業局及び郡事務所普及職員による普及シ

ステムの機能強化とコミューンの自立促進を図りつつ農家への農業普及サービスの充実を

図るものである。なお、今次プロジェクト対象地域は 4 郡の 4 コミューンに限定されるもの

の、①C/P を州農業局の職員（郡に配置されている普及職員を含む）とすること、②他郡で

は既に他の援助機関・組織による支援が実施されており、本案件の活動の一環として郡の普

及職員の研修（アウトプット 3）ならびに関連機関・組織との連携を進めること（アウトプ

ット 4）により、バッタンバン州での幅広い成果の普及・拡大を想定している。      

なお、バッタンバン州はプノンペンから北西側約 300km に位置し、カンボジア国で 2 番目

に大きな町である。同時にコンピンプイダム等をはじめとして水資源開発の優先地区となっ

ていることから、国内有数の稲作地帯となっている。  

(2) 相手国政府における国家政策上の位置付け 

農業・農村開発は、2004 年の四方戦略、2006 年 1 月に策定された国家戦略開発計画（NSDP：
National Strategic Development Plan 2006-2010）において、貧困削減のための重要な分野とし

て位置付けられている。これは、人口の 84％が農村部に暮らし、また、貧困層の 9 割が農村

部に住み、その生活を農業に頼っているためである。  
本プロジェクトは、農家に対する農業普及サービスを充実することにより営農改善を目指

すものであり、上述のカンボジア国の開発政策に沿って実施される。 

(3) 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け 

日本国の対カンボジア国別援助計画では、持続的な経済成長及び貧困削減を最大のテーマ

に据え、社会的弱者対策等に十分配慮しつつ、長年の内戦で破壊された基礎的インフラの整

備と疲弊した諸制度の再構築及び深刻な人材不足を回復するための人造り、すなわち、ハー

ドとソフトの両面にバランスのとれた支援を実現するとしている。農業・農村開発への支援

はカンボジア国経済全体の底上げにつながること、また、農村人口の約 40％が貧困状態にあ

ること等から、同分野への支援を重視している。JICA 国別事業実施計画では、農業・農村開

発は重点分野に位置付けられている。 

４．協力の枠組み 

(1) 協力の目標（アウトカム） 

①協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 

プロジェクト対象コミューンで、農家に対する農業普及サービスが充実する。 

【指標】 

1) 農家の農業普及サービスに対する満足度が向上する。 

2）全てのプロジェクト対象コミューンで、優良水稲種子の利用者が XX％増加する  
（プロジェクト開始後に確定する）。  

②協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

バッタンバン州のプロジェクト対象郡で、農家の営農体系が改善される。 

【指標】 

1) コメの単位面積当たりの収量が増加する。 

2) 全てのプロジェクト対象郡で、優良水稲種子の利用者が増加する。 

3) 農業生産が多様化する。 
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(2) 成果（アウトプット）と活動 

①成果 1 
対象コミューンの農業ポテンシャルと農家の普及ニーズに合致した普及計画が策定される。

【活動】 

1-1 AEA（Agro-Ecosystem Analysis）報告書の詳細分析を行い、農業普及計画立案に不足し

ている情報を特定する。  
1-2  各対象コミューンについて、農業ポテンシャルと農家のニーズを明らかにするための

追加調査を必要に応じて行う。  
1-3  農産物や農業資材の市場・流通調査（流通業者や精米業者に関する情報を含む）を対

象地域とその周辺で行う。  
1-4  各対象コミューンについて、コミューンカウンシルや村長等と協議しながら、最貧層

のニーズも踏まえて、農業普及計画を策定する。  
1-5   必要に応じて、農業普及計画を見直す。  

【指標】 

全てのプロジェクト対象コミューンについて、農業普及計画が策定される。 

②成果 2 
農家のニーズに合致した、普及に適当な改善された農業技術・手法が開発される。 

【活動】 

2-1 各対象コミューンの農業普及計画を踏まえ、試験計画を策定する。  
2-2 稲に関する試験・展示栽培を行う。  
2-3 稲以外の作物に関する試験・展示栽培を行う。  
2-4 稲に関する栽培ガイドライン・普及教材を改善する。  
2-5  稲以外の作物に関する栽培ガイドライン・普及教材を改善する。  
2-6  稲作をベースとした、畜産や養殖等の経営多角化オプションを含む、営農体系ガイド

ラインを改善する。 

【指標】 

改良された、稲作をベースとした営農体系ガイドラインが作成される。 

 

③成果 3 
対象コミューンで、農家のニーズに合致した農業普及活動が実施される。 

【活動】 

3-1 C/P 州農業局機関と所属職員の役割を明確にし、能力向上が必要な分野を調べる。  
3-2  職員研修計画を策定し、必要な研修を実施する。  
3-3  農家を対象に、経営多角化を含む、農業経営に関する研修を行う。  
3-4 農産物や農業資材の市場・流通に関する情報を提供する。  
3-5  農家を対象に、優良種子を利用した稲作に関する研修・指導を行う。  
3-6  農家に対して、優良種子の利用と供給を促進する。  
3-7  農家を対象に、稲以外の作物の栽培に関する研修・指導を行う。  
3-8  必要に応じて、農家を対象に、家畜飼育や水産養殖に関する研修・指導を行う。  
3-9  農業生産活動毎に農家グループの形成を促進し、農家同士の情報交換を活発化させる。

3-10 農協や水利組合の組織強化を行う。共同出荷や共同購入等の組織活動を活発化させる。

3-11 農家の研修後の実践状況をモニタリングし、実施した普及活動に関するフィードバッ

クを得る。提起された課題について、研究開発に反映するために、州農業局の関係機

関に報告する。 

【指標】 

1) 農業普及計画に基づき、農業普及活動が実施される。 

2) 全ての対象コミューンにおいて、少なくとも XX（協力開始後に確定する）の農家グル

ープに対する支援が行われる。  
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④成果 4 
農業生産・流通・政策に関係している組織の間の連携が強化される。 

【活動】 

4-1  コミューン投資計画と農業普及計画が合致するようコミューンカウンシル注 1）を支  
援する。  

4-2  農家の市場アクセスを改善するために、精米業者や農産物流通業者等の市場関係者と

の連携を深める。  
4-3  BAPEP で育成したバッタンバン州農業農村ネットワーク等を活用して、情報交換と他

プロジェクト・プログラムとの活動調整を行う。  
4-4  政府やドナーに対して、プロジェクトの成果や得られた教訓を発表し、農業普及のあ

りかたについて提言する。注 2) 
【指標】 

1) 全ての対象コミューンが、農業普及計画を反映したコミューン投資計画を策定する。 

2) 全ての対象コミューンで、精米業者と売買約束を結ぶ農家数が増加する。 

3) プロジェクトの成果が公式文書に掲載される。注 2) 
 

注 1) カンボジア国では、州、郡は行政体として法令化されておらず、最小行政単位はコミ

ューンとなっている。コミューンカウンシルは、コミューンの意思決定機関として機能して

おり、プロジェクトの活動が円滑に進むためには、同機関との連携が必要となる。 

注 2) カンボジア国では、プロジェクト終了後の政府の事業予算確保が非常に困難である。

プロジェクト活動がプロジェクト終了後も継続するためには、それらの活動が国家プログラ

ムの一環として位置付けられる必要がある。従って、政府やドナーと成果を共有することは

プロジェクトの持続性確保のために必須である。なお、カンボジア国農林水産省は年次報告

書を発行しており、同報告書等の公式文書にプロジェクト成果が反映されることを指標とし

て設定している。  
 
(3) 投入（インプット） 

①日本国側（総額 300,000 千円）  
専門家派遣  
長期：3 名（チーフアドバイザー、農業普及、営農、栽培、農家組織、業務調整を分担）

短期：必要に応じて  
供与機材：試験器具及び農業機械  
活動費：35,000 千円  
C/P 研修：年間 1～2 人程度  

②カンボジア国側 

C/P 及びその給与（9 名以上）  
プロジェクト事務所、研修施設、農業試験施設・圃場  
機材：車両 4 台及び自動二輪車 5 台  
施設維持費  

 

(4) 外部要因（満たされるべき外部条件） 

①前提条件 

1) バッタンバン州農業局が、全ての関係機関からプロジェクトを実施するための合意を得

る。 

2）プロジェクト活動に支障無く従事できる、十分な数の C/P が配置される。 

②成果（アウトプット）達成のための外部条件 

1) 地域の関係機関（コミューンカウンシル等）がプロジェクトの活動に対して、協力的で

ある。 
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2) プロジェクト対象地域で、深刻な洪水や干ばつが発生しない。 

3) プロジェクト対象地域で、深刻な病虫害が発生しない。 

4) カンボジア国農業研究所で十分な量の原種や栽培用種子が継続して生産される。 

5) 優良水稲種子の深刻な供給不足が起きない。 

6) C/P の大半がプロジェクト実施中に異動しない。 

7) 農林水産省や州農業局に影響を及ぼす様な大きな機構改革が実施されない。 

③プロジェクト目標達成のための外部条件 

1) 農産物の需給バランスが大きく変化しない。 

2) 農業資材の価格が大きく変化しない。 

3) 農産物の価格が大きく変化しない。 

④上位目標達成のための外部条件 

1) 州農業局がプロジェクト対象郡において、農業普及活動を継続実施する。 

2) バッタンバン州で、深刻な洪水や干ばつが連続して発生しない。 

 

５．評価 5 項目による評価結果 

以下の視点から評価した結果、協力の実施は適切と判断される。 

(1) 妥当性 

この案件は以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

・カンボジア国の全人口の 84％が農村部に暮らし、農業に依存して生活しているが、コメの

栽培技術の向上、農業の多様化、農産物のマーケットアクセスの改善が重要課題となって

いる。本プロジェクトは、カンボジア国政府がこうした課題を解決するための体系的な農

業普及モデルとなることが期待される。  
・プロジェクト対象地域は、稲作を中心とした農業のポテンシャルが高いと言われている

が、農業普及サービスが十分に機能していないため、適用される農業技術は低位に留まり、

多様化も進んでいない。また、農業分野の開発援助プロジェクトはほとんど無い。本プロ

ジェクトで、ニーズに合った農業普及サービスが提供される様なシステムを作り上げるこ

とは、農家の営農体系改善につながり、対象地域農民の農業所得向上と貧困削減に貢献す

る。  
・農業・農村開発は、カンボジア国の 2004 年に打ち出された四方戦略、2006 年 1 月の NSDP

（2006 年～2010 年）で、貧困削減のための重点分野に位置付けられている。本プロジェ

クトは、こうしたカンボジア国の開発政策に合致している。  
・カンボジア国農林水産省と水資源気象省は、「農業と水」テクニカルワーキンググループ

を設置し、NSDP に基づき、農業・水戦略（2006 年～2010 年）の策定を進めている。同戦

略では、研究と普及を重要戦略の一つとして位置付けており、本プロジェクトはその戦略

を実行する手段となる。  
・日本国の対カンボジア国別援助計画では、同国のバランスのとれた発展を推進する観点か

ら、農業・農村開発等の分野で、支援の地方展開を進めていく必要があるとしている。ま

た、農業・農村開発は JICA 国別事業実施計画の重点分野に位置付けられている。本プロ

ジェクトは、こうした日本国の援助方針に合致している。  
・本プロジェクト対象州では、2003 年から 2006 年に「バッタンバン農業生産性強化計画」

を実施し、地域ニーズに適合した営農改善アプローチを展開し、一定の成果を収める等、

JICA は本プロジェクトを優位に進めるために必要な技術的ノウハウを蓄積している。  
 

(2) 有効性 

この案件は以下の理由から有効性が高いと判断される。 

・本プロジェクトの計画は、ニーズ把握、営農ポテンシャル評価・普及計画策定、技術開発、

普及活動の実施という順序で成果が出現し、その結果普及サービスが充実するというプロ

ジェクト目標につながる様にデザインされている。普及活動実施中も農家からフィードバ
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ックを得て、計画改善や技術課題の特定・開発を行うことになっており、常に農家ニーズ

に合致した農業普及サービスの提供を目指すような仕組みになっていることから、プロジ

ェクト目標の実現可能性は高い。  
・プロジェクト目標の指標にある、農家の農業普及サービスに対する満足度が向上するに

は、農業収入が向上することが重要であるが、本プロジェクトには、共同出荷等のグルー

プ活動の促進や精米業者等の流通関係者を含む農業関係者間の連携促進等、農家の市場ア

クセスを向上するための活動が計画されている。 

・本プロジェクトでは、農家に最も近い行政組織であるコミューンによる農村開発計画の策

定を支援する。州農業局とコミューンの連携により、農家のニーズに応える体制をつくる

ため、農家の農業普及サービスに対する満足度の向上が期待できる。 

なお、農家は普及された技術や手法の良し悪しを、収穫量や収入の変化により判断する

傾向があるため、農家がプロジェクト目標である普及サービスの充実を実感するには、プ

ロジェクトがコントロールできない、深刻な自然災害の発生等の外部要因を十分に意識し、

栽培期間の短い品種も普及する等、その影響を最低限に押さえる工夫が必要である。 

 

(3) 効率性 

この案件は以下の理由から効率的な実施が可能と判断される。 

・プロジェクト活動は、成果を生み出すために必要なバッタンバン州における農業普及の

プロセスを的確に想定して計画されており、効率的な事業実施が期待できる。 

・BAPEP では、優良水稲種子を利用する生産者と精米業者との売買協定や農家グループに

よる農民間普及により一定の成果を収めているが、本プロジェクトではこうした実績のあ

る普及手法を活用できる。更に、他ドナーの支援により作成された多くの普及教材も活用

できる。  
・コメの流通・市場関係の情報については、「公開籾市場整備計画調査」の成果が活用可能

であり、水利組合の支援には「灌漑技術センター計画フェーズ II」から専門家、C/P によ

る技術支援を受けることができる。 

・本プロジェクトでは、プロジェクト対象 4 郡の州農業局関係の職員の能力を強化し、活用

する一方、長期専門家の投入は 3 人に限定する等、BAPEP に比べて、より少ない投入で、

より大きな成果をもたらす計画となっている。  

なお、C/P 機関となる州農業局の各事務所には、十分な数の職員が配置されているが、カ

ンボジア国の公務員給与は職員の生活維持には不十分であるため、多くの職員がアルバイト

を行っており、公務に十分従事しているとは言い難い。本プロジェクト実施にあたっては、

C/P となる州農業局職員に対して、業務に見合った適切な報酬が提供される様に配意する必

要がある。また、普及活動実施にあたっては、効率的にコミューンを広くカバーする活動方

法や活動単位について検討する必要がある。具体的には、コミューンではなく村を単位とし

て活動計画を立てる、グループや村に連絡員を置く、農民普及員を育成・活用する等の検討

を行うことが望ましい。  
 

(4) インパクト 

この案件のインパクトは以下の様に予測できる。 

・プロジェクト対象コミューンにて、農業普及サービスの充実により、コメの収量増加、農

業生産の多様化が見込まれ、農業所得が向上することが予想される。  
・本プロジェクトの実施により、州農業局に、州レベルの試験研究部門、普及部門と 4 つの

郡事務所がリンクした、体系的な農業普及システムが構築される。このシステムをベース

に、農林水産省の支援と地域で活動する NGO 等の団体との連携により、対象コミューン

以外のコミューンに対する農業普及サービスが向上することが期待できる。  
・本プロジェクトは、農林水産省の中期戦略計画の国家プログラムの一つに位置付けられる

予定であり、農林水産省がプロジェクトで構築する農業普及システムについて、他州への

展開を推進することが期待できる。 
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・直接的な負のインパクトは想定できないが、何らかの理由で、結果としてプロジェクトの

普及対象とならなかった地域住民と普及対象となった優良農家との間に、貧富の差が広が

る可能性がある。プロジェクトで農業普及計画を策定する際は、土地無し農民や小規模土

地所有者等の弱者のニーズを重視することになっているが、実際にプロジェクト活動がこ

うしたニーズに応えているか、継続的にモニタリングする必要がある。 

 

(5) 自立発展性 

この案件による効果は、以下の通り持続・拡大すると見込まれる。 

・農業普及手法には、農家間普及（FFS：ファーマーズ・フィールド・スクール）を取り入

れるため、外部から大きな継続的な投入が無くても、農業普及活動の効果の持続が見込め

る。  
・本プロジェクト実施により、郡事務所を含む州農業局の農業普及体制を強化することにな

るため、予算措置が十分に講じられれば、プロジェクトによる効果は維持・拡大されると

期待できる。財政については、プロジェクト実施期間中に、州レベルにおいては、州投資

基金の獲得、優良水稲種子の生産販売事業促進、中央レベルにおいては、政府予算の獲得

や他ドナーとの連携等により、プロジェクトの効果を持続するために必要な予算の確保を

農林水産省と州農業局に促す必要がある。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

(1) 貧困 

本プロジェクトは、貧困層の 9 割が暮らす農村部を対象としていて、農業普及計画策定に

際しては、最貧層に特に配慮することになっているため、地域の貧困緩和に貢献できる可能

性は高い。しかしながら、カンボジア国で広く行われている、モデル農家を選定して農家間

普及を進める方法や農家のグループ化促進は、結果的に、比較的土地等の資源を多く持つ農

家を優遇する傾向がある。従って、資源が少なく、新しい技術を試行する余裕の無い最貧層

に対しては、リスク低減を図るため資材補助等を行い、多くの資源を必要としない農業活動

の提案等により、最貧層により多くの便益がもたらされる様にプロジェクトの活動を工夫す

る必要がある。  
 

(2) ジェンダー 

カンボジア国の農村部では、一般に、家計は世帯単位で維持されているが、共同で行う活

動がある一方、男女の役割分担が明確な活動もある。特に、女性は毎日、家事労働に一定の

時間を割かなければならないこと等から、プロジェクトの活動に参加する機会が男性より限

定される可能性がある。このため、農業普及計画を策定する際は、世帯単位だけでなく、男

女それぞれのニーズやポテンシャルを反映させ、活動を実施する際は、男女それぞれの生活

カレンダーに基づき対応する必要がある。  
 

(3) 環境 

カンボジア国の農業普及では、農薬の使用量を減らした栽培方法や自然農薬の使用を奨励

している。本プロジェクトもこうした方針に沿った農業技術の普及を行う。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

(1) 「バッタンバン農業生産性強化計画（2003 年～2006 年）」では、稲作農家と市場（特に精

米業者）との関係強化を意図したアプローチは農家の生計向上に効果があると確認され、農

業局は今後も農村開発において、民間セクターの活用を最大限検討すべき、という教訓を提

示している。本プロジェクトではこの教訓を受け、農業生産・流通・政策に関係している組

織間の連携強化を成果の一つにして、活動を計画している。 

  

(2) カンボジア国の農林水産分野の技術協力プロジェクトでは、プロジェクト終了後の政府予

算の確保が困難な状況が発生している。こうした状況を回避するため、本プロジェクト実施
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にあたっては、プロジェクト開始時からプロジェクトを「農業と水」テクニカルワーキング

グループの農業・水戦略（2006 年～2010 年）にあるプログラムの中に位置付けることを確

認している。更に、カンボジア国農林水産省は、プロジェクト成果を農業普及システムのモ

デルと位置付け、国家プログラムとして継続・全国展開するために必要な予算の確保に努め

ることを確認している。  
 

８．今後の評価計画 

プロジェクトの中間段階で中間評価、プロジェクト終了時より 8 カ月前に終了時評価、プロ

ジェクト終了 3 年後に事後評価を実施する。  
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第１章 要請の背景と経緯 

 

１－１ カンボジア国における農業・農村開発の重要性 

カンボジア王国（以下、「カンボジア国」）でこれまでに発表された国家レベルの開

発計画では、それぞれ、農業・農村開発の重要性が確認されている。第 1 次社会経済

開発計画（SEDP：1996 年～2000 年）、第 2 次社会経済開発計画（2nd SEDP: 2001 年～

2005 年）、国家貧困削減戦略（NPRS：2002 年）、カンボジア MDGs（CMDGs：2003 年）

において、農業・農村開発は重点分野とされ、更に 2004 年の四角戦略では、農業･農

村開発は「貧困削減･開発」の重点分野として位置付けられている。また、その戦略の

一つとして「農業生産の強化と多様化による農業生産性の改善」が示されている。2006

年に承認された国家開発戦略（NSDP）では、農業生産性の向上は、貧困削減のための

最優先課題として取り扱われており、安定した経済発展のためにその重要性が確認さ

れている。  

この様に、カンボジア国において農業･農村開発が重要視される背景は、人口の 84％

が農村部に居住し、また、貧困層の 9 割が農村部で農業に依存した生活を営んでいる

ためである。近年、縫製産業等の発展を受け、農業セクターの GDP 貢献率は 30％ま

でに低下しつつあるものの、カンボジア国は、依然として労働人口の 7 割が農林水産

業に従事している農業国である。  

 

１－２ コメの品質向上と安定した優良水稲種子の増産 

それでは、カンボジア国の農業・農村開発では何を重視すべきなのか。カンボジア

国の主要農産物はコメであり、農産物の付加価値の 43％を占めている。1998 年以降は

自給自足を達成し、その生産量は増加しつつある。2005 年は天候に恵まれ、国内需要

（400 万 t 程度）をはるかに上回る 600 万 t を生産している。  

しかしながら、その品質は一部を除いて競争力が無く、農村経済及び国内経済伸張

への貢献度は低い状態にある。このため、カンボジア国政府は高品質米生産の一環と

して、優良種子の利用拡大を意図した種子の標準化、検定制度化、流通使用規制等を

含む｢種子法｣の草案を策定した。更に、旱魃被害の軽減に向けて栽培期間の短い品種

への切り替えを優先したい考えでいる。  

カンボジア国農林水産省（MAFF）は、AusAID の支援を得つつ、民間活力を利用し

た優良水稲種子の増産と世銀の能力向上支援等による生産技術の向上を目指している

が、優良水稲種子の利用者は限定された状態にある。そのため、市場･流通を念頭に置

いた普及に取り組む必要がある。  

 

１－３ 営農の多様化と Agro-Ecosystem Analysis 

上述の通り、コメはカンボジア国の主要作物であり、その技術向上、流通の改善は

優先課題である。また農民の生計向上のためには、コメを中心とした営農体系の多様

化を図り、農家の安定した収入の確保と栄養状況の改善を図ることが求められている。 

MAFF は、適地適作を進めて営農体系の多様化を図るため、AusAID の支援により、
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全国で 200 以上のコミューンにおいて Agro-Ecosystem Analysis（AEA）を実施し、各

コミューンの生産状況及び今後の生産ポテンシャルを調査、農業技術の普及を進めて

いる。今後は，この調査に基づき、開発の戦略を決めるとともに実証試験や現地適合

試験を行った上で、農業技術を提供できる様な地方試験場及び郡事務所の機能強化と

人材育成、更に、農家の安定的な農業経営を図るための普及・営農指導の充実が不可

欠となっている。  

 

１－４ 農民のエンパワメント 

カンボジア国の農民は、情報、技術、金融へのアクセスが非常に限定されている。

これらを改善するためには、女性や若者の積極的参加とともに農民を組織化するエン

パワメントが有効であり、自立的な農村社会の建設に向けて能力を高めることが求め

られている。カンボジア国には、2006 年現在 70 の農業協同組合が存在し、また、NGO

等の支援により組織された農民組織・グループが 13,000 以上存在すると報告されてい

る。これらの既存組織強化、州農業局との連携強化等を通じて、農家の情報、技術、

金融へのアクセスを改善することが求められている。  

 

１－５ バッタンバン農業生産性強化計画（BAPEP）の取り組み 

上述の課題に対し、独立行政法人国際協力機構（以下、「 JICA」）は、バッタンバン

州コンピンプイ灌漑受益地の農業生産性を向上させることを目的とし、バッタンバン

農業生産性強化計画（BAPEP）を 2003 年 4 月 1 日～2006 年 3 月 31 日まで実施した。

BAPEP では、灌漑受益地を中心として農民による優良種子生産普及を、精米業者との

高品質籾の買い上げ契約と併せて推進し、公的機関の検定による信用のおける種子供

給と生産技術指導による利用者拡大が確認されている。水稲の収量は、水利組合支援

による水管理の改善と併せて向上している。更に、地域に根ざした開発を進めるため

に地域単位の調査に基づいて計画作りを進め、作目の多様化を推進すると共に、農村

女性のグループ形成により地域社会におけるアクセスの改善を進めてきた。終了時評

価調査では、BAPEP は効果的・効率的に実施され、否定的なインパクトは認められず、

成功裏にプロジェクト目標を達成することが確認された。また、同調査では、「現在の

BAPEP プロジェクトをパイロットプロジェクトの段階としてみれば、次期フェーズの

実施によって、コンピンプイ地区をモデル地区として活用しながらバッタンバン州全

域への普及を図ることが期待される。」と提言されている。  

 

１－６ BAPEP 次期フェーズの要請 

BAPEP の経験から、バッタンバン州農業局は、平成 17 年度案件として「検定水稲

種子振興計画」を、更に、平成 18 年度案件としてフェーズ 1 の対象地域であるコンピ

ンプイ地区をモデルとして他地域に展開する「農村地域振興開発プロジェクト」を要

請してきた。  

終了時評価調査団の提言を受けて、関係者間で検討・調整がなされ、平成 18 年度  

案件としてバッタンバン農村地域振興開発プロジェクトが採択された。  

BAPEP では、州農業局農業室を主な C/P として活動し、コンピンプイ地区での農民
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組織強化、営農改善と種子生産配布というインパクトを与えた。これらの成果を受け、

今後は、農業局として試験場と州・郡レベルの普及との連携強化を図りつつ、農民の

営農改善ならびに市場流通を考慮した優良水稲種子の農民による生産配布システムが

バッタンバン州の他地域へと展開し、州を全国的な普及モデルとすることが期待され

ている。  

BAPEP の成果、時期フェーズでの取り組む課題を次ページ表 1-1 に整理する。  

表 1-1 BAPEP の成果、時期フェーズでの取り組む課題  
BAPEP での成果  バッタンバン地域での課題  BRAND（BAPEP ﾌｪｰｽﾞ 2）の取組

ベースライン調査に

よる現地状況の把握  
 
 
コンピンプイとベク

チャンにおける試験

場機能の強化  
 
コンピンプイにおけ

る水利組織等農民組

織に対する自立支援  
 
水利組合等農民組織

へのコミューンの側

面的支援  
 
コンインプイ地域に

おける営農モデル、ガ

イドラインの策定  
 
優良水稲種子グルー

プによる農民間の生

産配布ならびに共同

販売  

ベースライン調査を全ての地

域で実施できない  
 
 
他地域試験場の機能強化と試

験結果の普及システムによる

展開  
 
農民組織は結成されてきてい

るが活発ではない  
 
 
コミューンを中心とした開発

への組織的な取り組み  
 
 
コンピンプイ地域のみに活用

されているに過ぎない  
 
 
コメ流通を念頭においた戦略

的生産体制  

コミューンレベルによるアグロ

エコシステム分析の実施と補足

調査による状況把握  
 
農業局として試験場と州・郡レ

ベルの普及との連携強化  
 
 
他地域における農民組織に対す

る自立支援  
 
 
コミューンカウンシルの計画策

定能力向上と事業実施能力向上

のための支援  
 
コンピンプイ地域をモデルとし

て他地域にあるプロジェクト対

象地域に展開  
 
優良水稲種子の増殖普及による

品質と付加価値の向上  
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第２章 事前評価調査の概要 

 

２－１ 第一次事前評価調査 

(1) 調査期間  

2006 年 4 月 17 日～6 月 17 日  

(2) 団員構成 

業務内容  氏  名  所     属  派遣期間  
総括  
農業システム  

時田 邦浩  
小島 伸幾  

JICA 国際協力専門員  
国際耕種株式会社  

4 月 17 日～4 月 30 日

5 月   8 日～6 月 17 日

  

(3) 調査目的 

プロジェクトフレームワークの確認、ドナー動向調査、対象コミューン候補の

選定、AEA 契約、対象候補コミューン状況調査（AEA 調査モニタリング）営農モ

ニタリング  

 (4) 調査結果概要 

要請内容、プロジェクト PDM 案及び実施体制の確認、対象コミューンの AEA

調査が行われ、カンボジア国 MAFF ならびにバッタンバン州農業局とプロジェク

トの枠組みを確認した。その結果、BAPEP の成果（優良種子生産を核とした稲作

営農体系、試験と普及の連携）を全州に普及する重要性が改めて共有され、BRAND

実施にあたっては、将来の持続発展性確保のため普及員を C/P として加え、その

育成を一つの柱とすることが確認された。なお、事前評価調査の一環として実施

した AEA 分析についても、今後 C/P となる普及員により実施された。具体的な調

査結果は次章以降で述べる。  

  

２－２ 第二次事前評価調査 

(1) 調査期間 

2006 年 8 月 20 日～2006 年 9 月 7 日  

(2) 団員構成 

業務内容  氏名  所属  派遣期間  
団長・総括  
農業政策  
水管理  
協力計画  
評価分析  

時田 邦弘  
荒木 康紀  
森山 信弘  
田中 智子  
石坂 浩史  

JICA 国際協力専門員  
農業政策アドバイザー  
水資源開発アドバイザー  
JICA カンボジア事務所所員  
アイ・シー・ネット株式会社

8 月 29 日～9 月 7 日  
カンボジア国派遣中  
同上  
同上  
8 月 20 日～9 月 7 日  

 

(3) 調査目的 

第一次事前評価調査結果をベースにしてカンボジア国側と協議を行い、プロジ
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ェクト PDM 案、実施体制の最終確認を行うとともに、事前評価の実施、事前評

価表の作成を行う。また、対象コミューンを最終確定するため、関係者ミーティ

ングを行う。  

(4) 調査結果概要 

第一次事前評価時に確認したプロジェクト PDM 案を PCM のロジックに当ては

め、再整理を行った。またプロジェクト農業省管理体制、C/P 配置について具体

的に協議し、その確認を行うとともに、コミューン関係者を招待してセミナーを

開催し、プロジェクトで支援対象とする 4 つのコミューンを最終確定した。具体

的な調査結果は次章以降で述べる。  

 

２－３ 主要面談者 

(1) カンボジア国農林水産省 

H.E. Ith Nody Under Secretary of State 

Mr. Pen Vuth Director, Department of Agronomy and  

Agricultural Land Improvement（DAALI）  

Mr.Buntuon Simona Vice Chief of Plant Protection, DAALI 

Mr. Kong Soun Ceun Vice Chief of Agri-Research and development  

office, DAALI  

Mr. So Khan Rithykun Director, Department of Agricultural Extension 

（DAE）  

Mr. Ty Keang Vice Chief of Planning, DAE 

Mr. Iain Craig CAAEP（AusAID）Farming System Advisor 

(2) バッタンバン州農業局 

Mr. Seang Chhoeurth Deputy Director 

Mr.Chhim Vachira Chief of Agronomy and Agricultural Land  

Improvement Office 

Mr. Ponh Oudam Chief of Agricultural Extension Office 

Mr. Chhouk Em Chief of Planning and Accounting Office 

Ms. Phath Sokleang Chief of Battambang Agriculture Office 

Mr. Tauch Neou Chief of Sangker Agriculture Office 

Mr. Chab Sothea Acting Chief of Ek Phnum Agriculture Office 

Mr. Tan Kimnun Chief of Tmorkol Agriculture Office 

Mr. Pok Rein  Deputy Chief of O Sandas Station 

Mr. Khath Borin Chief of Kamping Puoy Agriculture Development 

Center 

Mr. Tim Phean Deputy Chief of Animal Health Production Office 

Mr. Keat Mong Deputy Chief of Fisheries Provincial Office 
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(3) 郡・コミューン関係者 

Mr. Koy Num Deputy District Governor, Thmor Kol District 

Mr. Lim Veng  Commune Chief, Boeung Pring, Thmor Kol  

District 

Mr. Lok Hoeun Commune Chief, Ta Moeun, Thmor Kol district 

Mr. Seth Seur 1st Vice Commune Chief, Norea, Sangker District 

Mr. Sok Chhoeuk Commune Chief, Wat Kor, Battanbang District 

Mr. Sam Sopheak Clerk, Prek Kpob Commune, Ek Phnum District 

Mr. Sin Visal 2nd Vice Chief , Prek Loung Commune,  

Ek Phnum District  

Mr. Khorl Bora Secretary 

 

(4) FAO 

Mr. Sao Sopheap Assistant Representative（Programme）  

Mr. Hor Rachna Operations Officer 

  

(5) CARDI 

Dr. Men Sarom Director, Cambodian Agricultural Research and  

Development Center 

 

(6) 在カンボジア日本国大使館 

高橋 文明 大使 

小林 賢一 二等書記官 
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第３章 調査結果要約 

 

３－１ プロジェクトの概要 

 現地調査及びカンボジア国側関係者（農林水産省、バッタンバン州農業局、郡事務

所、コミューン関係者、NGO 他）との協議・意見交換の結果、以下の通り、バッタ

ンバン州の対象地区における農業普及サービスの充実に焦点を当てた協力を行うこ

とでカンボジア国側との間で合意した。  

 カンボジア国側との間で合意に達した協力計画（案）は以下の通り。 

(1) 案件名 

     バッタンバン農村地域振興開発計画 

     （Battambang Rural Area Nurture and Development Project：BRAND）  

 

(2) 協力期間 

2006 年 10 月～2010 年 3 月（3.5 年間）  

 

(3) 協力相手先機関 

     カンボジア国農林水産省農業・農地改良局、農業普及局、バッタンバン州 

農業局 

 

(4) 対象地域（カッコ内は対象コミューン） 

     バッタンバン州バッタンバン郡（ワットコー）、サンカエ郡（コンポンプレア）、

エクプノム郡（プレッルーング）、トモコール郡（ブエンプリング）対象農民約

36,000 人  

 

(5) プロジェクト目標、成果 

上位目標  

バッタンバン州のプロジェクト対象郡で、農家の営農体系が改善される 

プロジェクト目標  

   プロジェクト対象コミューンで、農家に対する農業普及サービスが充実する 

成果（アウトプット）  

   成果 1 

   対象コミューンの農業ポテンシャルと農家の普及ニーズに合致した普及計画が  

策定される  

   成果 2 

    農家のニーズに合致した、普及に適当な改善された農業技術・手法が開発される
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   成果 3 

   対象コミューンで、農家のニーズに合致した、農業普及活動が実施される 

成果 4 

   農業生産・流通・政策に関係している組織間の連携が強化される 

 

３－２ 主要協議・調査確認事項 

(1) 本案件のカンボジア国側プログラム上の位置付けについて 

   カンボジア国側から、本案件を農業・水分野の Technical Working Group で準

備を進めている “Medium-term Strategic Plan（2006-2010）”の 5 つのプログラムの

一つである「農業研究普及プログラム」の中に位置付けるとともに、優良事例と

して成果が上がれば、モデルとして全国展開を図っていく旨の意思表明がなされ

た。  

 

(2) 協力体制について 

     要請では農林水産省本省では農業・土地改良局が担当することになっていた

が、案件の内容から州及び郡レベルでの農業試験研究と普及の体制作りが重要で

あるため、普及局の積極的参加を促し、バッタンバン州農業局と合わせて 3 者に

よる管理運営体制を組むこととなった。  

 

(3) 対象コミューンの選定について 

   自助努力を促すという技術協力の考え方で、州の職員の能力向上と組織体制作

りに力点を置くのであれば、現場が必要ということであっても対象地区数は絞り

込まれることになる。しかし、政府職員への技術移転だけでなく、直接住民に裨

益するプロジェクトを進める様になってきていることを考慮すると、サイトの選

定についてはアグロエコシステム分析を実施した 4 郡 7 コミューンから農業試験

場の近く、住民組織の存在、コミューンの協力体制、ファーミングシステムの多

様性、等の視点から選考することにした。最終的に州農業局が関係者を集めて開

催したワークショップにて参加者の意見を聴取した上で判断を行い、4 郡から 4

コミューンが選定された。  

   更に、4 つのコミューンを同時に展開するのではなく、パイロット的に試験場

近くのコミューンを先行して普及活動を開始する可能性があることを議論した。

  

(4) 案件名について 

   カンボジア国側と協議の結果、これまで検討してきた基本的なフレームワーク

には変更は無いものの、農業普及サービスの充実に焦点を当てた案件とすること

となった。  

   これを受けて、案件名についてカンボジア国側との間で、現在の案件名

“Battambang Rural Area Nurture and Development Project”よりも “Battambang 

Agricultural Service Enhancement Project”とするほうが適当との点につき合意し
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た。しかし、カンボジア国側は案件名の変更手続きによる協力開始の遅延を懸念

しており（作期を逃してしまうため）、案件名を変更することにはこだわっていな

い様子であった。  

   本件について本邦関係者と TV 会議（9 月 6 日）で協議した結果、カンボジア

国側から了承が得られた場合には名称変更を行わないことを確認した。その後、

カンボジア国側より英文名称を変更しないことで了承が得られたことから、従来

の案件名のままとすることとなった。  

   ただし、クメール語の案件名については、カンボジア国側の要望により、より

協力内容に近いものとすることには異論を挟まないこととする。  

 

(5) BAPEP の成果の活用（SPFS との連携） 

     BAPEP では、コンピンプイ地区において農民組織強化、営農改善、種子生産配

付等について大きな成果を上げた。今後これら活動の支援は FAO が実施する SPFS 

（Special Program for Food Security）により引き継がれることとなっている。  

     従って、本案件の実施の際には、コンピンプイ地区の種子生産配布グループや

水利組合との間で積極的に連携・交流を図ることにより、BAPEP で得られた技術

的知見・経験を本案件の活動に活かすこととする。  

 

(6) NGO、 JOCV との連携の可能性  

     BRAND の対象コミューンは、7 コミューンから 4 コミューンに絞り込まれたが、

協力対象から外れた 3 コミューンにおいても同様の活動を実施・推進する場合に

は、 JOCV の派遣や CEP（Community Empowerment Program）を活用した NGO に

よる支援が有効と思われることから、協力開始後必要に応じその可能性を検討す

ることとする。  

     また、対象 4 コミューンにおいても NGO や JOCV との連携が有効と判断され

る場合には、その可能性を探っていくこととする。  

 

(7) 協力開始時期・専門家の派遣について 

     プロジェクトの協力開始時期及び専門家の派遣について、カンボジア国側との

間で以下の点につき合意した。 

・協力開始は 11 月以降になる可能性あり。しかし、速やかな開始を要すること  

に鑑み、遅くとも年内（12 月）に開始できる様に日本国側、カンボジア国側双

方で必要な手続きを進める。  

・協力開始後まず短期専門家派遣が先行する可能性あり。 

・長期専門家の派遣は、分野（6 分野を 3 名で対応）、時期（3 名をずらして派遣

する可能性あり）ともに柔軟に対応する。  

 

(8) C/P の任命について 

     当初カンボジア国側は C/P の人数を多くすることを要望していたが、協議の結
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果、州レベルの職員 9 名（普及室：3 名、農業室：5 名、畜産室：1 名）を C/P と

し、郡レベルの 4 名は Sub-C/P 扱いとすることとした。  

   なお、カンボジア国側から要望がでていた C/P への給与補填については、JICA

の規定により月給ベースの補填はできないこと、内規を定めた上で、成果ベース

での手当支給を行うことを確認した。  

 

(9) 他の JICA 案件との連携について  

   本案件は、カンボジア国の JICA 協力プログラムの中の「灌漑農業・営農プロ

グラム」に位置付けられている。今後、同プログラム内の案件でも特に関係性が

深い「灌漑技術センターフェーズ 2」との間で、①バッタンバン州水資源気象局

職員に対する優先的な技術研修の機会の提供、②灌漑施設がある対象コミューン

（バッタンバン郡ワットコー）における灌漑施設の機能調査への TSC による技術

支援、等につき今後具体的に検討していくことを確認した。加えて、同プログラ

ム内の他案件（プレクトノット川流域農業総合開発計画調査）やプログラム外の

案件（淡水養殖改善・普及プロジェクト等）との連携の可能性も探っていくこと

とする。  

 

(10) コミューンから提案された “Commune Investment Plan”に対する資金調達  

     各コミューンが活動実施の際に RDB（Rural Development Bank）等、外部の機

関から必要な資金を調達できる様にするためには、各コミューンが提案した農村

開発プランを “Provincial Investment Plan”に位置付ける必要があることを伝え、カ

ンボジア国側から理解を得た。  

   なお、 JBIC による RDB への融資の件はまだ具体化していない。  

 

(11) 基盤整備ならびに機材について 

     試験場が老朽化している場合においては、機材が保管できる様な状態にするた

めの最低限の改修が必要である。また、ベクチャン試験場の実験室についても間

仕切りを変更する等して施錠できる様な部屋を確保すると同時に、電気と水を使

えるように配線・配管をすることになる。機材については、BAPEP で使用してい

た車両等を基本的に活用する。ベクチャン試験場については、簡易な実験器具等

を提供するが、その他は生産管理に必要とされる農業機械を中心に供与すること

とする。  
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第４章 プロジェクトの基本計画 

 

４－１ プロジェクトの目標、成果、活動 

(1) プロジェクト目標 

プロジェクト対象コミューンで、農家に対する農業普及サービスが充実する。 

【指標】 

1) 農家の農業普及サービスに対する満足度が向上する。 

2) 全てのプロジェクト対象コミューンで、優良水稲種子の利用者が XX％（プロ 

ジェクト開始後に確定する）増加する。 

カンボジア国では、農業普及サービスを受けている農家は全体の 1％に過ぎず、

農業普及体制は十分に確立されていない。農業普及サービスを広域的に展開する

ための手本となるモデルが欠如している。他方、プロジェクトの協力期間は 3.5

年間（3 作期）と短い。技術の定着やマーケットアクセスの改善には時間がかか

ることから、プロジェクト実施期間中に、普及される技術の効果が安定した収量

や収入の増加といった形で、十分に発現しない可能性がある。このため、農家ニ

ーズに合った普及サービスが提供される様な農業普及システムの確立を、プロジ

ェクトの直接的な目標（プロジェクト目標）とし、その結果として、中期的に農

家の営農改善が図られること（上位目標）を期待する。  

 

(2) 上位目標 

バッタンバン州のプロジェクト対象郡で、農家の営農体系が改善される。 

【指標】 

1) コメの単位面積当たりの収量が増加する。 

2) 全てのプロジェクト対象郡で、優良水稲種子の利用者が増加する。 

3) 農業生産が多様化する。 

プロジェクト実施により、次の様なインパクトが期待できる。州農業局が農林

水産省の支援を得て、コミューン、郡、州や NGO 等と連携することにより、プ

ロジェクトの成果が活用され、プロジェクト対象郡の各コミューンにて、プロジ

ェクトと同様な農業普及サービスが展開される様になる。その結果、プロジェク

ト対象郡の農家の営農体系が改善される。 

プロジェクトのインパクトとして営農体系が改善されると、農業生産性が向上

し、農家の農業収入が増加することが期待できる。しかし、所得や農産物の価格

に関する正確な統計が無いことや、新たに所得を正確に計測するには膨大な費用

がかかることから、上位目標の達成状況を測る指標には、農業収入は含めない。 

 

(3) 協力内容 

稲作を営農体系の基幹とするバッタンバン州の 4 郡にて、農家の営農体系が改
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善される様な農業普及サービスを充実することを目的として、農業普及計画の策

定、農業技術・手法の開発、農家に対する農業普及活動、農業生産・流通・政策

に関係している組織間の連携強化を行う。 

成果2 成果1
改善された農業技術・

手法を開発する

普及教材を作成する

農業ポテンシャル・農家ニーズを特定する

農業普及計画を策定する

成果3
研修コースを用意す

普及員を研修する

普及活動を実施する

農家からフィードバックを得る

*(A)
*(A)：技術・手法が手法が既に確立されてい
る科目の場合
*(B)：(A)に加えて、既に普及員の研修が
済んでいる技術・手法の場合

プロジェクト
目標

農業農地改良室
農業普及室

畜産室
郡農業事務所 農家

州レベル 郡レベル

農業生産・流通・政策に関係している組織間の連携を強化する

成果4

*(B)

                         図 4-1 プロジェクト概念図 

プロジェクトでは図 4-1 に示す通り、はじめに郡レベルでコミューン毎に農家

ニーズを把握し、農業普及計画を策定する（成果 1）。続いて、州レベルで農業農

地改良室、畜産室、農業普及室が連携して、農業普及計画を参照しながら農業技

術や普及手法を改良・開発する（成果 2）。その後、改良・開発された技術やガイ

ドラインを使用して、郡農業事務所の職員が農家に対する普及活動を行う（成果

3）。そして、逐次農家からフィードバックを得て、プロジェクト実施期間中に効

果的な農業普及システムを構築する。これとは別に、プロジェクトが構築する普

及システムの効果と自立発展性を高めるために、農業生産・流通・政策に関係し

ている組織間の連携を強化するための活動を行う（成果 4）。プロジェクトの具体

的な成果と活動は以下の通り。  

 

成果 1 対象コミューンの農業ポテンシャルと農家の普及ニーズに合致した普及 

計画が策定される。 

【活動】 

1-1  AEA（Agro-Ecosystem Analysis）報告書の詳細分析を行い、農業普及計画

立案に不足している情報を特定する。  

1-2  各対象コミューンについて、農業ポテンシャルと農家のニーズを明らかに

するための追加調査を必要に応じて行う。 
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1-3  農産物や農業資材の市場・流通調査（流通業者や精米業者に関する情報を

含む）を対象地域とその周辺で行う。 

1-4  各対象コミューンについて、コミューンカウンシルや村長等と協議しなが

ら、最貧層のニーズも踏まえて、農業普及計画を策定する。 

1-5  必要に応じて、農業普及計画を見直す。 

【指標】 

1) 全てのプロジェクト対象コミューンについて、農業普及計画が策定される。 

 

成果 2 農家のニーズに合致した、普及に適当な改善された農業技術・手法が開発 

される。 

【活動】 

2-1  対象コミューンの農業普及計画を踏まえて、試験計画を策定する。 

2-2  稲に関する試験・展示栽培を行う。 

2-3  稲以外の作物に関する試験・展示栽培を行う。 

2-4  稲に関する栽培ガイドライン・普及教材を改善する。 

2-5  稲以外の作物に関する栽培ガイドライン・普及教材を改善する。 

2-6  稲作をベースとした、畜産や養殖等の経営多角化オプションを含む、営農

体系ガイドラインを改善する。 

【指標】 

1) 改良された、稲作をベースとした営農体系ガイドラインが作成される。 

 

成果 3 対象コミューンで、農家のニーズに合致した、農業普及活動が実施される。 

【活動】 

3-1  C/P PDA 機関と所属職員の役割を明確にし、能力向上が必要な分野を調べ  

る。 

3-2  職員研修計画を策定し、必要な研修を実施する。 

3-3  農家を対象に、経営多角化を含む、農業経営に関する研修を行う。農産物

や農業資材の市場・流通に関する情報を提供する。 

3-4  農家を対象に、優良種子を利用した稲作に関する研修・指導を行う。 

3-5  農家に対して、優良種子の利用と供給を促進する。 

3-6  農家を対象に、稲以外の作物の栽培に関する研修・指導を行う。 

3-7  必要に応じて、農家を対象に、家畜飼育や水産養殖に関する研修・指導を 

行う。 

3-8  農業生産活動毎に農家グループの形成を促進し、農家同士の情報交換を活

発化させる。 

3-9  農協や水利組合の組織強化を行う。共同出荷や共同購入等の組織活動を活

発化させる。 

3-10 農家の研修後の実践状況をモニタリングし、実施した普及活動に関するフ

ィードバックを得る。提起された課題について、研究開発に反映するため

に、州農業局の関係機関に報告する。 
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【指標】 

1) 農業普及計画に基づき、農業普及活動が実施される。 

2) 全ての対象コミューンにて、少なくとも X(協力開始後に確定する)の農家グ 

ループに対する支援が行われる。 

 

成果 4 農業生産・流通・政策に関係している組織の間の連携が強化される。 

【活動】 

4-1  コミューン投資計画と農業普及計画が合致する様にコミューンカウンシ

ルを支援する。 

4-2  農家の市場アクセスを改善するために、精米業者や農産物流通業者等の市

場関係者との連携を深める。 

4-3  バッタンバン州農業農村ネットワーク等を活用して、情報交換と他プロジ

ェクト・プログラムとの活動調整を行う。 

4-4  政府やドナーに対して、プロジェクトの成果や得られた教訓を発表し、農

業普及のあり方について提言する。 

【指標】 

1) 全ての対象コミューンが、農業普及計画を反映したコミューン投資計画を策

定する。 

2) 全ての対象コミューンで、精米業者と売買約束を結ぶ農家数が増加する。 

3) プロジェクトの成果が公式文書に掲載される。 

 

当初要請内容との比較表を次表 4-2 に示す。  
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表 4-2 比較表 1 

 

４－２ プロジェクトへの投入 

上述の目標を達成するために必要な投入をカンボジア国側と確認した。なお、

BAPEP の成果、リソースを最大限に活用し、効率的な投入を行うことを確認し、当初

要請内容から大幅に日本国側投入を削減した。具体的な比較表を以下に示す。  

表 4-3 比較表 2 
日本国  
側投入  

1. 長期派遣専門家 5 名、 
チーフアドバイザー  
業務調整 /研修  
栽培･普及  
営農  
農民組織  

2. 短期派遣専門家  
ポ ス ト ハ ー ベ ス ト 、 水 稲 種 子

検定、水管理等  
3. 本邦研修の実施、 
4. 機材の供与  

（試験場機能強化） 
 

・長期専門家 3 名の派遣（分野は栽培、営農、農

民組織でいずれかがリーダーを、1 名が業務調

整を兼任。普及は全員でカバー）3 名は最大時

の人数とし、準備時期や終了時期は全員を配

置しない。 
短期専門家の派遣（長期専門家でカバーできな

い分野を必要に応じて派遣。例えば、ポストハー

ベスト、水稲種子検定、水管理、マーケティング

等） 
優秀な人材を年間 1 名程度、日本国で研修。  
その他必要な経費  

・青 年 海 外 協 力 隊 （JOCV）はプロジェクトの枠 組

みには加えないが、2 名程度の要請をする。 

項目  カンボジア国側要請書  事前評価調査結果、合意事項  
上位目標  バッタンバン州 の農 村 生 活 が改 善 さ

れる 
バッタンバン州のプロジェクト対象郡で、  
農家の営農体系が改善される 

協力年限  2006 年～2011 年（5 年間）  2006 年～2010 年（3 年 6 カ月間） 

プロジェクト

目標  
バッタンバン州内の対象地域で農業

生産性が向上する 
プロジェクト対 象 コミューンで、農 家 に対 する

農業普及サービスが充実する 
プロジェクト

対象者  
州レベルの農業技術者（約 10 人） 
郡レベルの農業普及員（約 20 人） 
州内の優良種子生産者（約 200 人）

州 内 の優 良 水 稲 生 産 者 （優 良 水 稲

種子利用者）（約 2,000 人） 
州 内 の農 産 物 多 様 化 モデル農 家 ・

協力農家（約 50 人） 
州内の農産物多様化農家  
（約 500 人） 
州内の女性グループ 
（女性約 500 人）  

対象地域：4 郡、4 コミューン  
 
C/P は州農業局の農業技術者、対象ディス

トリクトに配置されている普及員  

期 待 さ れ る

成果  
1. バッタンバンにおける農業技術サ

ービスの提供が改善される  
2. 農家レベルのコメ生産技術が改善

される  
3. 農 家 レベルの営 農 技 術 が改 善 さ

れる  
4. 農 村 コミュニティーの活 動 が促 進

される 

1. 対象コミューンの農業ポテンシャルと農家

の普 及 ニーズに合 致 した普 及 計 画 が策

定される 
2. 農 家 のニーズに合 致 した、普 及 に適 当 な

改善された農業技術・手法が開発される

3. 対象コミューンで、農家のニーズに合致し

た、農業普及活動が実施される 
4. 農 業 生 産 ・流 通 ・政 策 に関 係 している組

織間の連携が強化される。 
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・CEP はプロジェクトの枠 組 みに加 えず、プログラ

ム連携とする。 
カンボジ

ア国側  
投入  

1) カンボジア国側チーム（州レベ

ル、ディストリクトレベル）の組成

2) 事務所、試験場、 
3) 事務所光熱費  
4) その他必要な経費  

特に無し。  
今後、農林水産省本省から州農業局に C/P ファ

ンドが割り当てられる様に、カンボジア国側の予算

及 び実 施 体 制 の確 認 する必 要 がある。試 験 場 に

ついては部分的独立採算の見込みを確認。  
 

４－３ プロジェクト実施体制 

プロジェクトの実施体制を図 4-4 にまとめた。プロジェクトの実質的な実施機関は

バッタンバン州農業局であるが、農林水産省農業農地改良局と農業普及局はプロジェ

クトの運営管理ついて、共同で責任を持つ。主たる C/P 機関は、州農業局農業農地改

良室と農業普及室である。郡農業事務所は普及の担い手となる。水産室と州水資源気

象局とは、必要に応じて協力が得られる様な関係をつくるが、現段階ではプロジェク

ト実施機関としない。  

(1) プロジェクトダイレクター 

1）農林水産省農業農地改良局長 

2）農林水産省農業普及局長 

3）バッタンバン州農業局長 

中央（農林水産省）と地方（州農業局）、中央の農業試験セクションと普及セク

ションが連携してプロジェクトを推進し、成果の活用や問題への対応を行う体制

を構築するために、3 名のプロジェクトダイレクターを置く。  

 

(2) プロジェクトマネージャー 

バッタンバン州農業局次長 

 

(3) C/P 

1) 州農業農地改良室（5 名）  

2) 州農業普及室（3 名） 

3) 州畜産室（1 名）  

4) 郡農業事務所（4 カ所、各 1 名） 

農業農地改良室には、室長、次長と傘下の 3 農業試験場から各 1 名の C/P を配

置し、主に試験・技術開発を担当する。普及室には、AEA、農業普及計画、農民

組織、普及手法・システムを担当する C/P を 3 名配置する。畜産室と各郡農業事

務所には、暫定的に 1 名の C/P を配置するが、プロジェクトの活動状況に応じて

適宜増員する。  
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　　　対象コミューン

プロジェクトダイレクター
バッタンバン州農業局長

プロジェクトダイレクター
農林水産省農業農地改良局長

プロジェクトダイレクター
農林水産省農業普及局長

バッタンバン州
水資源気象局

プロジェクトマネージャー
バッタンバン州農業局次長

農業普及室 (3) 農業農地改良室 (5) 水産室畜産室 (1)

ベクチャン試験場

ブエンリアング試験場

オーサンダス試験場

バッタンバン郡
農業事務所 (1)

サンカエ郡
農業事務所 (1)

エクプノム郡
農業事務所 (1)

トモコール郡
農業事務所 (1)

ワットコー コンポンプレア プレッルーング ブエップリング

            

図 4-4 プロジェクト実施体制 

(4) 専門家 

     3 名の長期専門家を配置する（チーフアドバイザー、農業普及、営農、栽培、

農民組織、業務調整を分担）。この他に、必要に応じて短期専門家を派遣する。  

     プロジェクトの指揮命令系統は、基本的に、プロジェクトマネージャーを頂点

として、州農業局の既存ラインを活用する。C/P は、プロジェクトマネージャー

の指示で動き、報告する。活動計画立案やモニタリング等、プロジェクトの日々

の運営管理は、プロジェクトマネージャーや州農業局幹部職員が専門家の助言を

受けながら行う。専門的な技術の移転については、専門家が直接、担当 C/P に対

して行う。 

 

(5) 合同調整委員会 

     1) プロジェクトの年間活動計画の審査・承認、2) プロジェクトの活動結果と

進捗状況の確認・評価、3) プロジェクト実施上の主要な課題・問題点について協

議するために、合同調整委員会（ JCC: Joint Coordinating Committee）を設置する。

JCC はプロジェクトの最高意思決定機関である。 JCC の構成は表 4-5 の通り。 

            表 4-5 合同調整委員会の構成  
カンボジア国側 日本国側 

議長 
・農林水産省次官補 

 
 

構成員 
・プロジェクトダイレクター 
・プロジェクトマネージャー 
・農林水産省農業農地改良局と農業普及局

の代表 
・農林水産省が必要と認めた者 

 
・ JICA カンボジア事務所長  
・プロジェクト専門家  
・農林水産省派遣 JICA アドバイザー
・ JICA カンボジア事務所が推薦した
 者 

オブザーバー 
 

  
・在カンボジア日本国大使館代表者 
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(6) 運営委員会 

    1) プロジェクトの 4 半期計画の年間活動計画との整合性を確認、2) プロジェ

クトの 4 半期計画の進捗状況を毎月確認、3) プロジェクト実施上の課題・問題点

について協議するために、運営委員会（EMM: Executive Management Committee）

を設置する。EMM の構成は表 4-6 の通り。 

  表 4-6 運営委員会の構成  
カンボジア国側   日本国側  

議長  
・プロジェクトダイレクター  

 
 

 
 

構成員  
・プロジェクトマネージャー  
・幹部職 C/P 
・農林水産省が必要と認めた者  

 
・

・

 
JICA カンボジア事務所長  
プロジェクト専門家  

 

４－４ プロジェクト対象コミューンの選定 

(1) 対象コミューンの概要 

プロジェクトの活動対象コミューンは、バッタンバン郡ワットコー、サンカエ

郡コンポンプレア、エクプノム郡プレッルーング、トモコール郡ブエンプリング

である。各コミューンの概要は表 4-7 の通り。 

表 4-7 プロジェクト対象コミューンの概要  
郡  バッタンバン サンカエ  エクプノム  トモコール  
コミューン  ワットコー  コンポンプレア プレッルーング  ブエンプリング

村の数  6 6 7 4 
人口  15,119 8,899 9,009 9,712 
世帯数  2,789 1,628 1,817 1,803 
非農業労働  
人口（％）  

1 7 28 32 

土地無し  
世帯数   

503 56 250 113 

水田面積（ha）  1,069 5,495 664 5,406 
果樹園面積（ha） 9,559 39 463 2,115 

出典：バッタンバン州農業局農業普及室による AEA 報告書（ 2006）  

 

(2) 対象コミューンの選定プロセス 

     プロジェクト対象コミューンは、大きく 2 つの段階を経て選定された。第 1 段

階ではまず、バッタンバン農業生産性強化計画（BAPEP）の成果を広く普及した

いというバッタンバン州農業局の当初の要請に基づき、稲作を営農体系の基幹と

する地域の内、他の農業普及プロジェクトが展開していない 4 郡を選定の対象と

した。そして、農業試験場からのアクセスを考慮しつつ、水利組合・農協の有無

や営農体系が異なるコミューンが含まれる様に、表 4-8 の通り 4 郡から 7 つの候

補コミューンを選出した。続いて、営農実態や農業ポテンシャルを把握するため

に Agro-Ecosystem Analysis（AEA）を実施した。  
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 表 4-8 プロジェクト対象候補コミューンの特徴  
郡 ﾊﾞｯﾀﾝﾊﾞﾝ サンカエ エクプノム トモコール 

コミューン ワットコー ノレア コンポン

プレア 

プレッ 

ルーング 

プレッ 

クポッ 

タムーン ブエン 

プリング 

農業 

試験場 

ブエン 

リアング

ベ ク チ ャ ン

に近い 

オー 

サンダス

ベクチャン

に近い 

ベクチャン

に近い 

 トゥルサム

ロンに近い

農民組織  農協有り 農協有り 農協有り 

積極的参加

農協有り 農協有り 無し 

灌漑施設 水利組合 水利組合  一部  要リハビリ 要リハビリ

多様化 果樹  畜産 スイカ  稲が中心 稲のみ 

 

第 2 段階では、はじめに、州農業局が AEA の結果を検討しながら、対象コミュ

ーンの選定方法を決定した。その結果、農業普及システムを広域で確立するため

に、4 郡全てを対象とし、各郡から 1 コミューンをプロジェクト対象コミューン

として選定することになった。対象コミューンの選定基準は、1) 貧困度合、2) 農

業生産性・ポテンシャル、3) コミューン当局や住民の協力度合・熱意、4) 営農

体系（多様化の可能性）とした。続いて、こうした方針に基づき、州農業局幹部

の合議により 4 つのコミューンを選定した。最後に、州農業局が郡知事やコミュ

ーンの代表者を含むプロジェクト関係者を対象とした会議を開催し、コミューン

選定結果とその理由を説明し、関係者の合意を得た。  

なお、各コミューンでのプロジェクトの農業普及活動については、実施体制が

整備された郡から順次開始することで合意している。具体的には、ワットコーと

コンポンプレアの 2 コミューンにて、先行して活動を始める可能性があることを

調査団とカンボジア国側関係者で確認した。  

 

４－５ プロジェクトの普及のアプローチについて 

(1) バッタンバン州農業局の農業普及システムの現状 

カンボジア国では、農業普及の仕組みは、1) 農林水産省農業普及局が各州 3

名の職員を州の研修講師として養成する、2) 養成された州農業局の講師が全郡の

農業事務所長を訓練する、3) 郡農業事務所長が所員を訓練し、4) 所員が農家に

技術研修等を行う、というカスケード方式を採っている。州農業普及室では、普

及を担う職員の能力維持・向上のために、職員の研修ニーズを調べ、研修計画を

立て、必要な講師を手配して、研修を実施しているという。講師は農業農地改良

室や畜産室に依頼する場合もあるが、外部から招致することもある。 

しかしながら、バッタンバン州の農業普及の実態は混沌としている。農家に最

も近い存在である郡農業事務所には、郡やコミューンの農業普及計画は無い。予

算は州から支給されるが、燃料費以外の事業予算は皆無に等しい。郡農業事務所

の全活動は、州農業局や農林水産省が実施しているプロジェクトベースで計画さ

れ、活動内容は予算とともに個別に指示される。主な活動は、農業技術研修の実

施（コメ、果樹、畑作物、コンポスト作り等）、稲作等のデモンストレーション、

家畜飼育支援（技術研修、飼料木生産、予防接種等）、農協の設立支援、啓発活動



  20 
 

（鳥インフルエンザ対策等）、農業統計調査であるが、統計業務以外はプロジェク

トベースの活動であり、プロジェクト実施期間中のみ、あるいは予算が配当され

たときのみ、活動を実施している。郡農業事務所には、一組織としての主体的な

活動実態はほとんど無く、所属する職員がプロジェクト毎に活動に従事している

状況である。 

郡農業事務所には「普及」（普及室系統）、「農業」（農業室系統）、「畜産」（畜産

室系統）の職員が配置されている。職員の肩書きだけから判断すると、各郡の農

業普及員は 2 名程度である。しかし実態としては、「普及」職員以外の職員も農業

普及を行っている。プロジェクトがある場合は、当該プロジェクトの活動分野に

つき専門性が高い者が活動に従事する、という形で農業普及に従事している。「普

及」職員は、他の職員に比べて、普及手法についてより多くの研修を受けている

が、「普及」職員のみが、農家を対象に普及活動を行っているのではない。所掌業

務から判断すると、郡農業事務所の全職員が普及員であるが、予算や制度的な問

題から十分に機能していない。  

 

(2) プロジェクトが目標とする普及システム 

バッタンバン州の現在の農業普及実態を簡単に図示すると、図 4-9 の（A）の

様になる。州農業局の各セクションが、プロジェクトベースで郡農業事務所の職

員と組んで、散発的に農業普及を行っている。州レベルでは、専門分野の試験研

究と普及戦略の連携が弱く、郡レベルでは、農家ニーズの把握や普及計画の策定

ができていない。現行では図 4-9 の最上段にある様な、基本的な農業普及システ

ムが確立されていない。  

(A) 現行

(B) 理想型

研究・開発 普及員 農家

基本的な農業普及システムの考え方

普及 普及

ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

農業農地改良室

畜産室

農業普及室

郡農業事務所

農家

農業
農地改良室

畜産室

農業普及室

州レベル 郡レベル

郡農業事務所

農家

 

  図 4-9 農業普及の仕組み（現行（A）と理想型（B））  

上記の現在の農業普及に係る問題について、州農業局次長、農業農地改良室長、

農業普及室長等と意見交換を行い、あるべき農業普及体制について議論した結果、
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プロジェクトでは図 4-9 の (B)の様な体制をつくるべきである、という共通認識に

達した。プロジェクトでは、州レベルでの農業局各セクションの連携を強め、農

業普及室が主体となり普及戦略を作り、郡農業事務所を農家に対する総合的な農

業普及の拠点として、システマティックに普及を推進する体制を構築する。  

 

４－６ 農業試験場への支援計画 

バッタンバン州農業局は、ベクチャン試験場、オーサンダース試験場、ブエングリ

アン試験場の 3 カ所及びコンピンプイ農業開発センターを有しているが、この内、コ

ンピンプイ農業開発センターを除いた 3 試験場をプロジェクトの対象とする事が妥当

と判断し、調査を実施した。コンピンプイ農業開発センターについては SPFS（FAO）

の支援が得られることを前提とし、本案件からの追加的支援は考えない。それぞれの

整備計画について PDA と協議し、最低限必要な投入を検討した。その結果、総額 1,200

万円程度の機材、基盤整備が必要と算出された。  

 

４－７ コンピンプイ地区の活用と SPFS との連携 

BAPEP で対象地域となったコンピンプイ地区では、コンピンプイ農業開発センター

（KADC）における展示、フィールドデイ、評価会等を通じて住民の参加による品種

選定や栽培技術の検討がなされてきた。また、周辺の住民を組織化することで、これ

まで農業技術へのアクセスの無かった農民も含めて、ファーマーフィールドスクール

を通じた研修により農民間の情報共有を高めつつレベルアップを図ってきた。これら

の情報は、営農ガイドラインという形でまとめられ、普及員にも活用できる状態とな

っている。更に畜産に関しては、ビレッジライブストックエージェント（VLA）の再

研修と VLA による周辺住民グループへの指導を図ることで技術普及手法等も成果を

収めてきた。これらの取組みは州内の他地域においても活用でき、特に稲を基幹作物

とするファーミングシステムを持つ郡においては利用価値が高い。  

 ガイドラインの改善と活用はもちろんのこと、コンピンプイを先進地域として本案

件で対象となるコミューンの農民が訪問することで農民間の意見交換が進み、理解を

促進するとともにプロジェクト活動を円滑に進められるようにすることが望ましい。  

 さらに SPFS との関係においては、KADC で技術開発や試験研究が継続的に発展す

る様な活動を進められる様にすることが期待されている。特に、灌漑農業に関しては

技術的な蓄積があるので、水利組合活動等も含めて水利施設のあるコミューンにおい

ては大いに参考とすべきである。  

 

４－８ TSC（灌漑技術センター計画）2 との連携 

 TSC（灌漑技術センター）フェーズ 2 塚元チーフアドバイザーとの打合せの結果、

以下の事項が確認された。  

(1) バッタンバン州水資源気象局員に対する優先的な技術研修機会の提供 

     TSC フェーズ 2 では水資源気象省及び各州の水資源気象局職員を対象とした研

修を予定しているが、研修受講者の人選等は、別途、水資源気象省総務人事局を



  22 
 

中心に設立予定の研修実行チームにおいて実施することとで調整を進めていると

のことであり、水資源気象省における人材育成の自立発展性を確保する観点から、

TSC 日本人専門家が現時点でバッタンバン州水資源気象局職員を優先的に研修員

として選定することを約束することは難しい状況にあった。  

しかし、バッタンバンフェーズ 2 プロジェクト開始後、バッタンバンプロジェ   

クト専門家より研修実行チームへ、プロジェクトの重要性と併せて、バッタンバ    

ンの水資源気象局職員への研修の必要性を説明し、TSC の研修受講者としてバッ

タンバン州水資源気象局職員を優先的に選定してもらう様に依頼することは可

能とのことであり、TSC2 専門家からの協力を得ながら、本件については、プロ

ジェクト開始後に MOWRAM 研修実行チームに本件を依頼することとした。  

 

(2) TSC による技術支援 

     本プロジェクトの対象コミューンの一つであるワットコー地区においては、サ

ンカエ川からポンプ取水を行い地区内に配水する灌漑設備が整備されており、既

に農民水利組合も設立されている。但し、今回現地調査を行った際には水路の管

理用道路の一部が冠水し、通行不能になっていた箇所が見受けられたので、プロ

ジェクト開始後、現況灌漑施設の機能調査を実施する必要がある。機能調査の実

施及び水管理の指導については、バッタンバン州水資源気象局の協力を得るとと

もに、現在改訂が予定されている TSC の組織化（案）にある灌漑事業地区への技

術支援の一貫として、TSC の専門家及び C/P による技術支援を得ることは可能で

ある。また、これらの技術支援で十分な対応ができない場合には水管理の短期専

門家の派遣も有効と考えられる。  

 

(3) TSC による OJT の実施 

     TSC フェーズ 2 では OJT の場として、カンダール州 Kandal Stung 地区、プルサ

ット州 Thlea Maon 地区及びタケオ州 Thomney 地区の 3 地区がモデルサイト及び

パイロットサイトとして選定されており、更に本プロジェクトの対象コミューン

を TSC の OJT の場として位置付けることは、TSC の体制等を考慮すると現時点で

は困難である。  

 

４－９ NGO、JOCV との連携 

 BRAND の対象コミューンは、7 コミューンから 4 コミューンに絞り込まれたが、協

力対象から外れた 3 コミューンにおいても同様の活動を実施・推進する場合には、青

年海外協力隊（ JOCV）の派遣や Community Empowerment Program（CEP）を活用した

NGO による支援が有効と思われることから、協力開始後必要に応じその可能性を検討

することとする。これらについては、プロジェクトの中に組み込んでプロジェクト活

動として PDM に含めて実施するのではなく、地域的な連携を視野に置いたプログラ

ムとして進めることになる。  

 JOCV を要請する場合には村落開発普及員あるいは農業隊員の派遣可能性がある。

派遣時期については、プロジェクト開始後、活動詳細計画ができた上で活動進捗状況
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ならびに成果の発現状況を見極めつつ、背景を押さえた上で派遣要請をすることにな

ろう。 

NGO による CEP では、これまでに実績のある CEDAC あるいはバッタンバンに本拠

地を持つ現地 NGO の協力連携の可能性が考えられる。この内 CEDAC では、District 

Outreach Team を構成し、1 人のスタッフを配置して地方行政間との関係で進める方法

を持ち合わせている他、農民直接指導しつつ普及する方法等と併せて選択肢も多い。

活動 1 年目において連携方法を模索する必要が高い。  

また、対象 4 コミューンにおいても普及促進をしたり、長期的な指導が必要になる

場合、あるいは、自立に向けた具体的取組が必要とされる場合等、NGO や JOCV との

連携が有効と判断される場合には、その可能性を探っていくこととする。  

 

４－１０ 各コミューンから提案されたプローポーザルに対する資金の調達 

 各コミューンから農村開発プランが提案された際、プロジェクト現地業務費からの

支出は最低限とし、プロジェクトは、持続性のある資金調達の支援を行う。可能性と

しては、農民銀行の活用、RDB（農村開発銀行）の活用が挙げられる。  
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第５章 評価結果 

 

５－１ 評価 5 項目の評価結果 

(1) 妥当性 

この案件は以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

  カンボジア国の全人口の 84％が農村部に暮らし、農業に依存して生活してい  

るが、コメの栽培技術の向上、農業の多様化、農産物のマーケットアクセスの

改善が重要課題となっている。本プロジェクトは、カンボジア国政府がこうし

た課題を解決するための体系的な農業普及モデルとなることが期待される。  

 プロジェクト対象地域は、稲作を中心とした農業のポテンシャルが高いと言      

われているが、農業普及サービスが十分に機能していないため、適用される農

業技術は低位に留まり、多様化も進んでいない。また、農業分野の開発援助プ

ロジェクトはほとんど無い。本プロジェクトで、ニーズに合った農業普及サー

ビスが提供される様なシステムを作り上げることは、農家の営農体系改善につ

ながり、対象地域農民の農業所得向上と貧困削減に貢献する。 

 農業・農村開発は、カンボジア国の 2004 年に打ち出された四方戦略、2006 年  

1 月の NSDP（2006 年～2010 年）で、貧困削減のための重点分野に位置付けら

れている。本プロジェクトは、こうしたカンボジア国の開発政策に合致してい

る。  

 カンボジア国農林水産省と水資源気象省は、「農業と水」テクニカルワーキン  

ググループを設置し、NSDP に基づき、農業・水戦略（2006 年～2010 年）の

策定を進めている。同戦略では、研究と普及を重要戦略の一つとして位置付け

ており、本プロジェクトはその戦略を実行する手段となる。  

 日本国の対カンボジア国別援助計画では、同国のバランスのとれた発展を推  

進する観点から、農業・農村開発等の分野で、支援の地方展開を進めていく必

要があるとしている。また、農業・農村開発は JICA 国別事業実施計画の重点

分野に位置付けられている。本プロジェクトは、こうした日本国の援助方針に

合致している。  

 本プロジェクト対象州では、2003 年から 2006 年に「バッタンバン農業生産性  

強化計画」を実施し、地域ニーズに適合した営農改善アプローチを展開し、一

定の成果を収める等、 JICA は本プロジェクトを優位に進めるために必要な技

術的ノウハウを蓄積している。  

 

(2) 有効性 

この案件は次の理由から有効性が見込める。 
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 本プロジェクトの計画は、ニーズ把握、営農ポテンシャル評価・普及計画策 

定、技術開発、普及活動の実施という順序で成果が出現し、その結果、普及サ

ービスが充実するというプロジェクト目標につながる様にデザインされてい

る。普及活動実施中も農家からフィードバックを得て、計画改善や技術課題の

特定・開発を行うことになっており、常に農家ニーズに合致した農業普及サー

ビスの提供を目指す様な仕組みになっていることから、プロジェクト目標の実

現可能性は高い。 

 プロジェクト目標の指標にある、農家の農業普及サービスに対する満足度が 

向上するには、農業収入が向上することが重要であるが、本プロジェクトには、

共同出荷等のグループ活動の促進や、精米業者等の流通関係者を含む農業関係

者間の連携促進等、農家の市場アクセスを向上するための活動が計画されてい

る。 

 本プロジェクトでは、農家に最も近い行政組織であるコミューンによる農村 

開発計画の策定を支援する。州農業局とコミューンの連携により、農家のニー

ズに応える体制をつくるため、農家の農業普及サービスに対する満足度の向上

が期待できる。 

なお、農家は普及された技術や手法の良し悪しを、収穫量や収入の変化により

判断する傾向があるため、農家がプロジェクト目標である普及サービスの充実を

実感するには、プロジェクトがコントロールできない、深刻な自然災害の発生等

の外部要因を十分に意識し、栽培期間の短い品種も普及する等、その影響を最低

限に押さえる工夫が必要である。 

 

(3) 効率性 

この案件は以下の理由から効率的な実施が見込める。 

 プロジェクト活動は、成果を生み出すために必要なプロセスを的確に想定し 

て計画されており、効率的な事業実施が期待できる。 

 BAPEP では、優良水稲種子を利用する生産者と精米業者との売買協定や農家  

グループによる農民間普及により一定の成果を収めているが、本プロジェクト

ではこうした実績のある普及手法を活用できる。更に、他ドナーの支援により

作成された多くの普及教材も活用できる。 

 コメの流通・市場関係の情報については、「公開籾市場整備計画調査」の成果  

が活用可能であり、水利組合の支援には「灌漑技術センター計画フェーズ II」

から技術支援を受けることができる。  

 本プロジェクトでは、プロジェクト対象 4 郡の州農業局関係の職員の能力を  

強化し、活用する一方、長期専門家の投入は 3 人に限定する等、BAPEP に比

べて、より少ない投入で、より大きな成果をもたらす計画となっている。  
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なお、C/P 機関となる州農業局の各事務所には、十分な数の職員が配置されて

いるが、カンボジア国の公務員給与は職員の生活維持には不十分であるため、多

くの職員がアルバイトを行っており、公務に従事する時間が十分でない。本プロ

ジェクト実施にあたっては、C/P となる州農業局職員に対して、業務に見合った

適切な報酬が提供される様に配慮する必要がある。また、普及活動実施にあたっ

ては、効率的にコミューンを広くカバーする活動方法や活動単位について検討す

る必要がある。具体的には、コミューンではなく村を単位として活動計画を立て

る、グループや村に連絡員を置く、農民普及員を育成・活用する等の検討を行う

ことが望ましい。  

 

(4) インパクト 

この案件のインパクトは以下の様に予測できる。 

 プロジェクト対象コミューンにて、農業普及サービスの充実により、コメの   

収量増加、農業生産の多様化が見込まれ、農業所得が向上することが予想され

る。 

 本プロジェクトの実施により、州農業局に、州レベルの試験研究部門、普及  

部門と 4 つの郡事務所がリンクした、体系的な農業普及システムが構築される。

このシステムをベースに、農林水産省の支援と地域で活動する NGO 等の団体

との連携により、対象コミューン以外のコミューンに対する農業普及サービス

が向上することが期待できる。  

 本プロジェクトは、農林水産省の中期戦略計画の国家プログラムの一つに位 

置付けられる予定であり、農林水産省がプロジェクトで構築する農業普及シス

テムについて、他州への展開を推進することが期待できる。 

 直接的な負のインパクトは想定できないが、何らかの理由で、結果としてプ 

ロジェクトの普及対象とならなかった地域住民と普及対象となった優良農家

との間に、貧富の差が広がる可能性がある。プロジェクトで農業普及計画を策

定する際は、土地無し農民や小規模土地所有者等の弱者のニーズを重視するこ

とになっているが、実際にプロジェクト活動がこうしたニーズに応えているか、

継続的にモニタリングする必要がある。 

 

(5) 自立発展性 

この案件による効果は、以下の通り持続・拡大すると見込まれる。 

 農業普及手法には、農家間普及（FFS：ファーマーズ・フィールド・スクール） 

を取り入れるため、外部から大きな継続的な投入が無くても、農業普及活動の

効果の持続が見込める。  

 本プロジェクト実施により、郡事務所を含む州農業局の農業普及体制が強化 

されることになるため、予算措置が十分に講じられれば、プロジェクトによる
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効果は維持・拡大されると期待できる。財政については、プロジェクト実施期

間中に、州レベルにおいては、州投資基金の獲得、優良水稲種子の生産販売事

業促進、中央レベルにおいては、政府予算の獲得や他ドナーとの連携等により、

プロジェクトの効果を持続するために必要な予算の確保を農林水産省と州農

業局に促す必要がある。 

 

５－２ 結論 

5 項目評価の結果と以下の理由から、協力の実施は適切と判断できる。  

カンボジア国では、人口の大半が農村部に暮らし、その多くは貧困層に属する。一

方、バッタンバン州のプロジェクト対象地域は、稲作を営農体系の基幹とする地域で

あり、農業ポテンシャルは高いと言われている。しかし、全国で農業普及サービスを

受けている農家は全体の 1％に過ぎず、バッタンバン州農業局でも、1) 農家のニー

ズ・ポテンシャルを十分把握できていない、2) ニーズ・ポテンシャルを反映した試験・

技術開発が進んでいない、3) 普及員の育成が遅れている、4) 試験部門、普及部門、

郡農業事務所の役割分担が不明確であり、指揮命令系統が混乱している、5) 車両燃料

費以外の事業予算がほとんど無い等により、農家に十分な農業普及サービスを提供で

きていない。このため、新しい栽培技術の普及、作目の多様化、農業経営の多角化は

遅れており、地域の農業生産性は低く、農家の所得は不安定である。  

本プロジェクトは、こうしたカンボジア国の農業普及の実態を踏まえて、農家のニ

ーズや地域の農業ポテンシャルを反映した農業普及サービスを充実することを目標と

している。プロジェクト実施により、農家の農業生産性の向上、営農体系の改善、農

業経営の改善が図られ、農村部の経済発展や貧困緩和への貢献が期待できる。予想さ

れる大きな負のインパクトは無い。この様な目標と期待されるインパクトは、地域の

ニーズやカンボジア国の開発戦略、更に、日本国の援助方針にも合致している。加え

て、本プロジェクトでは BAPEP で開発した技術、育成した人材、整備した施設・機

材等を活用するため、効率的な運営が期待できる。  

プロジェクトの基本計画は論理的に組み立てられていて、プロジェクト目標の実現

可能性は高い。農家ニーズに合った普及サービスが提供される様な農業普及システム

の確立をプロジェクトの直接的な目標とし、その結果として、中期的に農家の営農改

善が図られることを期待することは、カンボジア国の農業普及の現状と 3.5 年間とい

う協力期間を考慮すると、妥当である。上位目標への道筋を確保するために、カンボ

ジア国側プロジェクト関係者が、プロジェクトをカンボジア国の国家プログラムに位

置付けることや、プロジェクトの成果を農業普及システムのモデルとして、全国展開

するために必要な予算確保に努めることに合意する等、自立発展性に十分配意してプ

ロジェクトの実施準備が進められている。  
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第６章 カンボジア国農業・農村開発セクターへの 

プロジェクトの貢献 
 

６－１ 一般概況 

  カンボジア国の国土面積は約 18 百万 ha であり、その内農地が約 5 百万 ha、森林が

約 11 百万 ha を占めている。熱帯モンスーン気候であり、気候は雨期と乾期にはっき

り分かれ、その自然条件に応じた天水依存の農業が展開されている。  

 電力等のエネルギーは、そのほとんどを輸入燃料に依存しているため、コストが著

しく高く、製造業の発展、外国企業の投資の誘導に大きな制約になっている。道路輸

送事情は、近年著しく改善し、山岳部を除く国内主要都市間の国道は、重量車両も通

行可能な水準に整備されてきている。西部はタイ国、東部、南部はベトナム国との物

資の交流が盛んである。特に、メコン川には 2 本の橋が整備され、物流の重要な役割

を担っており、水運を利用したベトナム国との物資の交流も多く見られる。  

  産業構造は、2004 年サービス業 36％、工業 27％、農業 32％の割合である。近年の

縫製業の発展により工業のシェアは拡大した（1994 年 13％）が、カンボジア国の農業

は、その成長が緩慢（年率 4％）で、その結果、GDP に占める農業のシェアは、大き

く低下した（1994 年 46％）。  

  しかし、近年の経済成長を支えてきた縫製業等の発展が、他のセクターの発展には

ほとんど寄与しておらず、人口の 8 割以上が居住している農村の経済は、農林業に大

きく依存していることから、その緩慢な成長に制約され、多くは依然として貧困な状

態（一人当たり GDP 約 350US$、2005 年見込み。世銀 2006 年報告：貧困ライン以下

の人口 35％、2004 年）にある。  

 

６－２ カンボジア国農業・農村開発セクターの課題 

 現在、各国政府ドナー間の協力調整の枠組みである作業グループ TWGAW（Technical 

Working Group for Agriculture & Water）により農業・水戦略（2006 年～2010 年）を策

定 し て い る と こ ろ で あ る 。 同 戦 略 は 、 カ ン ボ ジ ア 国 NSDP （ National Strategic 

Development Plan）の中で、2006 年末までに策定することが規定されている。  

 この農業・水戦略案（2006 年～2010 年）においては、カンボジア国の農業開発にお

いて取り組むべき課題を以下の通りとしている。  

(1) 関係する法制度整備、関係機関による事業実施体制、連携体制の構築・強化、

土地･水の利用に関する調整等、農業開発を進める上での環境条件の向上 

(2) 豊富な土地、水資源、生物資源等、自然資源の利用の最大化 

(3) 人的資源、知識、情報、技術の活用 

(4) 地域コミュニティーの強化 

(5) 河川流域を単位とした自然資源の管理 

(6) 農業の生産性の向上 

(7) 農産物の流通チェーンの構築、商品経済化、高付加価値化の推進 
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これにより、不十分な土地・水へのアクセス等による不安定な農業生産、低い生産

性、農業技術・情報の不十分な普及、農産物の低品質・低価格・低収益、米作依存の

単一農業、農業への少ない民間投資等の諸問題を解決することとし、最終的な国家目

標である貧困の削減、更なる経済成長に貢献することを目指している。 

  特に、普及・営農面においては、戦略作りを行う上で実施された問題分析の中で、

水資源省、農林水産省等、省庁間の連携が弱く、農業セクター全体としての目的を達

成できない状況にあること、研究・普及の実施体制が弱体であり、十分な技術情報、

市場情報などを農家に提供していない、研究と普及のネットワーク体制が未整備であ

る等の問題が指摘されている。その結果が、農家の知識・技術水準が低く、低い生産

性、低収益の農産物販売に繋がっている。 

  

６－３ 政府方針、重要な政策等 

  2004 年に打ち出された四角戦略において農業･農村開発は「貧困削減･開発」の面に

位置付けられ、その第 1 戦略において「農業生産の強化と多様化による農業生産性の

改善」が示されている。農業・農村開発は、上述のカンボジア国の国家戦略的開発計

画（NSDP 2006 年～2010 年）5 カ年計画において重点分野とされている。これは、農

村部が人口の 84％を占め、貧困層の 9 割が農村部に居住しその生活を農業に依存して

いるためである。  

 NSDP においては、以下を重点項目として、農業セクターの強化を図ることとして

いる。  

(1) 食糧安全保障、生産性の向上、多様化 

  (2) 農業生産、淡水養殖のための水管理の向上 

  (3) 農業普及サービスの改善・強化 

  (4) 農産物の市場流通の改善、特に遠隔地の農産物の流通改善 

  (5) 農業セクターにおける中小企業の育成環境の向上 

(6) 法整備、各種制度の強化 

 カンボジア国の農村経済も 1999 年の ASEAN 加盟、2004 年の WTO 加盟等から市場

経済化、広域の市場統合の影響を強く受けているが、そのことが農家の所得の向上に

必ずしも結びついておらず、農業の強化による貧困の削減、経済の一層の成長が最重

要の政策課題となっている。  

   

６－４ プロジェクトが果たすべき役割と想定される効果 

 カンボジア国農林水産省は、1998 年に研究・普及の政策的な枠組み（Research and 

Extension Policy Statement）を設定し、現在もその枠組みを前提として、研究、普及事

業の推進を図ることとしている。  

 同 Statement によると、研究と普及は農林省の機能としては別個のものであり、予

算配分も別個に行われる。普及は国レベルの研究の成果を専門技術員（Subject Matter 

Specialist、本省各技術担当局が任命）を通じて州農林局に移転し、州農林局の指導の

下、各郡の農業事務所が農家に接して普及活動を行うことが基本となっている。普及
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のニーズを把握するためには、州段階、郡段階の Advisory Committee を開催し、検討

を行うこととなっている。州農林局にも専門技術員が配置され、国段階の専門技術員

から技術移転され、日常的な試験の管理を行いつつ、その技術リソースを郡の農業事

務所に提供することとされている。また、農林省内に設置される Planning and 

Information Unit が、各州、郡段階の普及計画は、国レベルの普及計画の枠組みに反映

させていくこととされている（図 6-1）。  

出典：Research and Extension Policy Statement

Schematic Representation of Extension Delivery and Linkage to

MAFF

Planning &
Information Research

Institutes

Provincial Directorate
Management & Coordination

Coordination
Fcilitation
Information

Research: Extension Liaison
                Subject Matter

District
Office

District
Office

District
Office

District
Office

District
Office

District
Office

Extension Delivery Units
 

図 6-1 研究・普及の政策的枠組  

しかし、実際には、国・州段階までの研究・普及の仕組みは部分的に機能している

が、郡段階以下における技術の普及に関する取組みは極めて不十分な状態となってい

る。  

これは、郡農業事務所の普及員が、十分かつ体系的な訓練を受けていないこと、現

場の活動は、ドナー主導のプロジェクト実施本位に行われ、地域として普及のニーズ

に基づく、普及本来の活動を行う体制になっていなかったこと、プロジェクト以外の

活動には予算的な手当が無いこと等が原因となっている。その結果、今回の事前調査

においても明らかになったが、現場の普及ニーズがきちんと把握されていない、また、

その背景等の分析が行なわれておらず、州段階においてさえも普及計画が策定されて

いないという実態が確認された。また、農業生産面においては、ある程度の分析、対

応ができている場合もあるが、マーケット対応に関しては、ほとんど取組みが行われ
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ておらず、生産物の販売は農家任せで、農産物生産の収益改善に結びついていないこ

とも確認された。  

  本プロジェクトは、まず、ほとんど手薄であった郡段階以下の普及の強化に力点を

置き、コミューンレベルの普及のニーズを的確に把握し、そのニーズの分析に基づき、

その普及計画を策定し、必要な技術を州段階の試験場と連携して提供していく、ニー

ズに基づいた技術のリソース創出から、現場にそれを展開させて行く、言わば現場に

おける普及本来の活動を行う体制を構築していくというカンボジア国では初めての取

り組みであると言える。  

また、単に営農改善による生産性の向上に留まらず、生産の組織化を通じて市場ま

での結びつきを作り上げていく販売面の対応も視野に入れた活動を行うという面でも、

新たな取組みであると言える。  

また、前プロジェクトの成果である優良種子生産の技術、ノウハウは、最終実需者

と結びついた優良種子に基づくコメの生産供給のリンケージの構築であり、これを州

内他地域に広げていく意義は大きく、単にコメの収量が向上するのみならず、カンボ

ジア国のコメ生産の長年の問題である低品質、低価格の流通を改善する最初の糸口に

なることが期待される。  

 プロジェクトの対象は、4 郡の中の 4 コミューンであるが、ニーズに基づく普及計

画の策定とそれに基づく普及活動は、同じ郡内の他のコミューンには、他の NGO 等

の協力があれば波及していくことが想定されるし、他の郡についても他ドナーのプロ

ジェクト等により訓練されている普及員が存在していれば、本プロジェクトの成果を

取り入れ、波及させていくことは期待できる。ニーズに基づいた普及活動がなされれ

ば、生産性の低いコメ依存の農業生産から、生産性を向上させるのみならず、コメ以

外の収益性の高い作目の導入もなされることが期待され、収益性の高い営農が多くの

農家で展開されることが期待される。  

 

６－５ 過去・現在の他ドナー、NGO 等の関連事業 

(1) CAAEP（Cambodia Australia Agriculture Extension Project）  

農業普及分野における他ドナーのプロジェクトの最大、最長の取組みは、

AusAID による CAAEP（Cambodia Australia Agriculture and Extension Project）であ

り、フェーズ I は 1995 年より実施され、営農体系を改善することを中心テーマと

して州・郡の普及を強化するものであった。フェーズ II は 2001 年より開始され、

今度はコミューンレベルの活動に観点を移し、地域における農業の生産、環境条

件等を把握する Agro-Ecosystem Analysis（AEA）をコミューン単位で実施した。

その分析結果を、地方分権化の政策の推進に合わせて展開しており、州の基金か

ら地域のニーズに応えてコミューンに開発資金を提供する SEILA プログラムに

反映させて、農業関係の取組みに結びつけることをねらいとして活動が続けられ

てきた。対象は、カンダール、コンポンスプー等の低地稲作地域の 14 州であった

が、2006 年より更に 1 年延長され、ラタナキリ、ストゥントゥレン、モンドリキ

リの 3 州についても AEA を実施することとし、2007 年 2 月に終了する予定であ

る。すでに 300 以上のコミューンの AEA を終了しているが、今後は国の予算を用
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い、全国 24 州で AEA を実施することが決定されている。  

     2006 年には ADB の北西部灌漑プロジェクトとも連携し、灌漑開発に連動する

AEA を実施する取り組み（ Irrigation System Agro-Ecosystem Analysis）を進める等、

世銀等と連携し、Social Land Concession を土地無し農民に提供する場合に AEA

を実施し、移住者に適切な営農ができる様な条件を提示する試み（クレチエ、コ

ンポンチャム）が行われている。  

   今回の BRAND 事前調査においても対象候補となった 7 つのコミューンについ

て、同プロジェクトにおいてノウハウが開発された AEA を実施したところである

（実際には、この AEA の結果から直ちにそのコミューンの普及計画を策定できる

レベルまでの深い分析はなされていない）。  

     AEA の質を担保するためには、実施を契約した担当職員が活動を行うのに必要

な手当が提供される様に、職員の訓練も含めて実施契約をベースとした枠組みの

設定が行われている。AEA 実施マニュアルも設定されている。また、成果品はコ

ミューンカウンシルが内容を見てサインすることとしており、農業普及局の管理

しているデータベースに収録し、内容をチェックしている。  

     これまでに実施されている AEA の弱いところは、低地稲作地帯でやってきたこ

とから、クラチエや西部バッタンバンの様な稲作地帯でないところでの分析が弱

い点と、マーケティングサイドの情報を十分分析していない点である。  

   14 州は AEA のノウハウを知っている普及員がいるが、これからの 3 州は AEA

を知らないので、14 州からトレーナーを派遣して 3 州でも AEA を実施できる様

に郡レベルでのトレーニングを実施している。また、CARDI とも連携し、農業技

術 に つ い て 、 こ れ ま で 30 の 個 別 技 術 の 普 及 TIP （ Technology Delivery 

Implementation Procedure：各 5～6 頁）を開発しており、これを活用して普及活動

を行う様にしている。米生産 TIP、養鶏 TIP 等、各種の TIP が開発されている。

CAAEP により訓練された普及員は、AEA 等マニュアル化された業務は実施でき

るが、状況の変化に対応できない普及員が多い。未だ普及員の人材育成は長期的

に継続する必要があり、短期間での育成は不可能である。  

 

(2) AQIP（Agriculture Quality Improvement Project）  

    本プロジェクトは AusAID により、2001 年から新たに実施されたものであり、

優良稲種子生産、果物・野菜流通、収穫後処理技術等、農産物の品質向上のため

の技術改善をねらいとして取り組みが進められてきた。2006 年終了の予定が種子

生産コンポーネントについては 2007 年 1 月まで延長されることとなっている。  

   稲種子生産コンポーネントが、BRAND との関連が多い部分である。カンダー

ル、タケオ、スバイリエン、プレイベンに 4 つの種子生産会社を設立し、それぞ

れ種子乾燥調製施設を設置し、農家との契約栽培、会社の技術指導の下に稲種子

生産を行ってきた。しかし、種子価格が食用価格の 3 倍程度となる 1kg 当たり

1500riel（2005 年）、1600riel（2006 年）で販売され、カンボジア国内市場におけ

る高品質米の需要との結びつきが反映されなかったことから、種子の販売は伸び

悩み、経営が安定しないため、事業縮小を余儀無くされている。2006 年 10 月 1
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日より 4 つの種子会社は、1 つに統合され、カンダールのみに生産拠点を集約す

る。  

   バッタンバンの街中にも種子販売店が設置され、バッタンバン、バンティミエ

ンチェィ、プルサット、パイリンの 4 州に対し販売を行っているが、2005 年は 140t

余り、2006 年は 1～7 月の間で 40t と売行きは思わしくない。品種は従来含まれ

ていなかった Phka Rumdol 等も入っており 14 品種が販売されている。  

   BRAND において、稲の優良種子生産を行う場合には、AQIP 種子会社の種子を

利用することが求められ、生産した種子も AQIP 種子会社が引き取るようにし、

種子の流通を混乱させない様に留意することが必要である。なお、AQIP 種子会

社が引き取るためには、種子生産農家は AQIP 種子会社と契約を結び、その種子

は AQIP の種子生産のプロトコールにより行われることが要件となっている。  

 

(3) FAO SPFS（Special Programme for Food Security） 

BAPEP の対象地域であったコンピンプイのエリアを対象に灌漑のリハビリを

行い、これまでの受益地 2,850ha に加え、2,200ha の地域に水の供給を行い、これ

らの地域の食糧不足を改善することとしてイタリア国政府の支援によりプロジェ

クトが計画されている。当初 2005 年 12 月開始することとされていたが、下記 4

つのコンポーネントの内、コンポーネント 3 を除き未だに開始されていない。2008

年 11 月に終了する予定である。  

   4 つのコンポーネントより構成され、  

コンポーネント 1：コンピンプイ地域の灌漑施設のリハビリ 受益 2,200ha 

2 次水路、3 次水路の整備が中心。  

コンポーネント 2：同地域の参加型灌漑管理の強化 対象全受益地 5,050ha 

コンポーネント 3：同地域における灌漑による営農の向上  

コンポーネント 4：収益向上ための住民トレーニングによるコミュニティーの  

強化  

であるが、コンポーネント 1 は FAO 本部の承認待ちで、11 月の着工を目指して

いる。  

コンポーネント 2 と 4 は、イタリア国の GVC というサービス・コントラクター

（ジオバニ・サンタビカ氏：イタリア人が責任者）請け負うこととなっているが、

これは、バンコクの FAO 地域事務所の承認待ちである。  

コンポーネント 3 については、すでにバッタンバン州水資源局内に Project 

Management Unit が設置され、PDWORAM から 3 名、PDA から 3 名のスタッフが

配置され、車、機材は供与され、ベースライン調査等の活動を開始しつつある。

活動予定内容は、Marketing、Gender、Farmer Field School、FWUG の育成等であ

る。  

MOWRAM 側が支援体制（ソムサルット次官、チャンシナット官房次長等）が

決まっているが、MAFF 側の具体的な実施責任者が未確定で、 Ith Nody 次官が直

接対応している状況である。Mak Soeun 普及局次長が Project Management Unit の
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活動支援を行っている。  

本プロジェクトには、BAPEP の水管理組合の成果を移転することと、コンピン

プイ農業センターの営農技術の成果が移転され、活用されることとなっている。

BRAND リーダーと GVC の責任者との日常的な連携が期待される。  

  

(4) EU による ECOSORN（Economic and Social Relaunch of Northwest Provinces）  

      ECOSORN はカンボジア国北西部の 4 州（バッタンバン、シェムリアップ、バ

ンテアイミェンチェイ、プルサット）を対象に総合農村開発を 40 ほどのコミュー

ンに対する支援を見込んでいる。ターゲットとする郡は概ね選定を終えているが、

コミューンについては未定である。SEILA プログラムの延長線にあり、AusAID

支援によるアグロエコシステム分析をコミューン単位で実施した上で、灌漑や農

道等のインフラ整備をはじめとして BHN を含む多角的な事業支援を実施するも

のである。本部を農林水産省に置き、各州に事務所を設置して郡レベルのチーム

を支援する体制を組んでいる。対象地域は、BRAND と異なるが、バッタンバン

州農業局 C/P は共通のため、州農業局のキャパシティ等を十分に考慮、調整する

必要がある。協力期間は 2006 年から 5 年間で総額 25 百万ユーロであり、その内

5 百万ユーロは地雷除去地域に対する農村開発支援として追加されている。 

 

(5) ADMAC 

ADMAC はタイ国境の地雷除去地域を対象として移住の促進と居住民に対する

自立支援を目的に BHN である保健衛生、教育ならびに農業技術の提供を行う予

定でいる。その前提条件として地雷除去が実施されることになる。SEILA プログ

ラムの一部として実施されるため、SEILA 同様にコミューン単位で計画立案して

その事業を PIP（Provincial Investment Plan）に組み込んで自立的な計画立案と実

施を図るものである。BRAND は地雷のほとんど存在しない稲を基幹作物とする

ファーミングシステムの地域を対象としているため、地域のオーバーラップは無

い。2006 年度としては、4 郡 21 コミューンをカバーする予定。直接受益者 3,863

人。初年度 43 万 US$。PDA では 4 年間ほどの協力期間を見込んでいる。  

 

(6) その他 

     バッタンバン州において、ADESS、 IFAD のプロジェクトが、それぞれのプロ

ジェクト目的に沿って、農業普及関係の活動を行っている。  

BRAND の対象となっている郡においては、これら他ドナーのプロジェクトが

実施されていない。州農業局においては、これらのプロジェクトに対応するため

の別途の体制が組まれている。  

NGO は World Vision、CEDAC 等も同地域で活動を行っている。  

 

 



  35 
 

第７章 プロジェクトへの提言と類似案件からの教訓 

 

７－１ 提言 

(1) 全国展開を図るために 

バッタンバン州という地方で実施するプロジェクトの成果が、州内で成功例と

して認められたとしても、中央の政策として活用されるかどうかは実施前からの

中央行政の認識によるところが大きい。BAPEP では、活動を機会ある毎に紹介を

してきたが中央での理解を得ることは容易でなかった。プロジェクト開始時点で

担当局長が他界するという不幸があり、中央とのパイプが無くなるという影響も

大きかったが、一方で、本省の開発戦略にしっかりと位置付けられていなかった

ことがインパクトを大きくできなかった原因といえる。  

   そのため、現在策定中の農業・水戦略の 5 プログラムの内、農業普及と研究プ

ログラムのコンポーネントに入れることで本案件の位置付けを明確にすることが

重要である。更に持続性を担保するためにもプロジェクトコストを明らかにして

財務省から経常経費としてプログラムの事業実施経費を確保する様に働きかける

必要がある。  

 

(2) 国家プログラムとしての連携協調 

BAPEP では、農民レベルで優良水稲種子生産配布を実施することができた。ま

た同時に AusAID の進める AQIP による優良種子の生産販売と情報交換を進めた

が、必ずしも同調することができなかった。民間会社主導の種子生産販売事業と

公的機関のパイロット事業的種子生産配布では、ともに試験事業的要素が強かっ

たため、どちらかに絞り込むことよりも選択肢を広げるという意味合いがあった。

しかし、AQIP 種子会社が営利目的に事業規模を見直して 4 会社を合併させて事

業展開をする段階に移行したことを受け、本案件の実施にあたっては、その様な

流れを阻害することがあってはならない。農民レベルへの種子生産配布において

も、AQIP 会社の種子を購入する等して協調をする必要があろう。更に、州の試

験場では AQIP 会社に支給できる様な登録種子レベルの優良種子を生産すること

で安定的な種子の確保と試験場の独立採算のために資する様な取り組みが求め

られる。  

 

７－２ 教訓 

(1) C/P に対する手当 

全調査期間を通じ、実施機関の州農業局からは、C/P に対して給与補填をする

ように幾度となく強い要請があった。前プロジェクトでは、プロジェクトにおけ

る内規を設けて残業手当、出張手当を払う等によりインセンティブを与えること

で対応した。しかし、一部の C/P が手当を多くするために残業時間を増やしてい

たのではないかということを危惧する声もあった。  

今回は、C/P のみならず郡レベルの普及員に対しても配慮することが求められ
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ており、全体として整合性の取れる内部規程を設定することが必要となる。特に、

普及手当あるいは成果品による成果ベースの手当をどの様に審査しながら支給で

きるかを明確にする必要がある。  

一方的に規程を定めるのではなく、当事者の意見を聞いた上で実施機関の運営

責任者を交えて決定していくというプロセスが重要となろう。  
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1．ミニッツ（第二次事前評価調査） 

 

2．討議議事録 Record of Discussions（R/D）  

 

3．ミニッツ（R/D） 
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